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平成２２年第１回京丹波町議会定例会（第１号）                              平成２２年３月５日（金）                             開会  午前 ９時００分 １ 議事日程   第 １ 会議録署名議員の指名   第 ２ 会期の決定              自 平成２２年 ３月 ５日                           ２２日間              至 平成２２年 ３月２６日   第 ３ 諸般の報告   第 ４ 議案第 ４号 京丹波町医師確保奨学金等の貸与に関する条例の制定について   第 ５ 議案第 ５号 京丹波町町営バス運行事業条例の一部を改正する条例の制定につ              いて   第 ６ 議案第 ６号 京丹波町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する              条例の制定について   第 ７ 議案第 ７号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例              の一部を改正する条例の制定について   第 ８ 議案第 ８号 京丹波町教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の              一部を改正する条例の制定について   第 ９ 議案第 ９号 京丹波町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定に              ついて   第１０ 議案第１０号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例に              ついて   第１１ 議案第１１号 京丹波町７０あけぼの基金条例を廃止する条例の制定について   第１２ 議案第１２号 京丹波町学校施設の設置条例の一部を改正する条例の制定につい              て   第１３ 議案第１３号 京丹波町公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条              例の制定について   第１４ 議案第１４号 京丹波町放課後児童健全育成事業設置条例の一部を改正する条例              の制定について 
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  第１５ 議案第１５号 京丹波町営農林業施設事業分担金徴収条例の一部を改正する条例              の制定について   第１６ 議案第１６号 公の施設の指定管理者の指定について   第１７ 議案第１７号 町道の路線認定について   第１８ 議案第１８号 町道の路線廃止について   第１９ 議案第１９号 京都府市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減              少及び京都府市町村職員退職手当組合規約の変更について   第２０ 議案第２０号 平成２２年度京丹波町一般会計予算   第２１ 議案第２１号 平成２２年度京丹波町国民健康保険事業特別会計予算   第２２ 議案第２２号 平成２２年度京丹波町老人保健特別会計予算   第２３ 議案第２３号 平成２２年度京丹波町後期高齢者医療特別会計予算   第２４ 議案第２４号 平成２２年度京丹波町介護保険事業特別会計予算   第２５ 議案第２５号 平成２２年度京丹波町水道事業特別会計予算   第２６ 議案第２６号 平成２２年度京丹波町下水道事業特別会計予算   第２７ 議案第２７号 平成２２年度京丹波町土地取得特別会計予算   第２８ 議案第２８号 平成２２年度京丹波町育英資金給付事業特別会計予算   第２９ 議案第２９号 平成２２年度京丹波町町営バス運行事業特別会計予算   第３０ 議案第３０号 平成２２年度京丹波町須知財産区特別会計予算   第３１ 議案第３１号 平成２２年度京丹波町高原財産区特別会計予算   第３２ 議案第３２号 平成２２年度京丹波町桧山財産区特別会計予算   第３３ 議案第３３号 平成２２年度京丹波町梅田財産区特別会計予算   第３４ 議案第３４号 平成２２年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算   第３５ 議案第３５号 平成２２年度京丹波町質美財産区特別会計予算   第３６ 議案第３６号 平成２２年度国保京丹波町病院事業会計予算  ２ 議会に付議した案件   議事日程のとおり  ３ 出席委員（１６名）    １番  横 山   勲 君    ２番  岩 田 恵 一 君 
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   ３番  篠 塚 信太郎 君    ４番  梅 原 好 範 君    ５番  森 田 幸 子 君    ６番  村 山 良 夫 君    ７番  山 内 武 夫 君    ８番  東   まさ子 君    ９番  野 口 久 之 君   １０番  坂 本 美智代 君   １１番  原 田 寿賀美 君   １２番  松 村 篤 郎 君   １３番  北 尾   潤 君   １４番  小 田 耕 治 君   １５番  山 田   均 君   １６番  西 山 和 樹 君  ４ 欠席議員（０名）  ５ 説明のため、地方自治法第１２１条の規定により出席を求めた者（１９名）   町 長     寺 尾 豊 爾 君   副 町 長     畠 中 源 一 君   教 育 長     寺 井 行 雄 君   会 計 管 理 者     岡 本 佐登美 君   参     事     田 端 耕 喜 君   瑞 穂 支 所 長     野 村 雅 浩 君   和 知 支 所 長     藤 田   真 君   総 務 課 長     谷   俊 明 君   監 理 課 長     山 田 洋 之 君   企 画 情 報 課 長     岩 崎 弘 一 君   税 務 課 長     稲 葉   出 君   住 民 課 長     伴 田 邦 雄 君   保 健 福 祉 課 長     堂 本 光 浩 君 
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  子育て支援課長     山 田 由美子 君   地 域 医 療 課 長     下伊豆 かおり 君   産 業 振 興 課 長     久 木 寿 一 君   土 木 建 築 課 長     十 倉 隆 英 君   水 道 課 長     中 尾 達 也 君   教 育 次 長     野 間 広 和 君  ６ 出席事務局職員（２名）   議 会 事 務 局 長     長 澤   誠   書     記     石 田 武 史 
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開会 午前 ９時００分 ○議長（西山和樹君） 皆さんおはようございます。   議員の皆様には、ますますご壮健でご活躍のこととお喜び申し上げます。   本日は大変お忙しい中、定刻にご参集いただきありがとうございました。   ただいまの出席議員は１６名であります。   定足数に達しておりますので、平成２２年第１回京丹波町議会定例会を開会いたします。   直ちに本日の会議を開きます。  《日程第１、会議録署名議員の指名》 ○議長（西山和樹君） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。   会議録署名議員は、会議規則第１１９条の規定により、７番議員・山内武夫君、８番議員・東まさ子君を指名いたします。  《日程第２、会期の決定》 ○議長（西山和樹君） 日程第２、会期の決定の件を議題といたします。   お諮りいたします。   今期の定例会の会期は、本日から３月２６日までの２２日間としたいと思います。   ご異議はありませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○議長（西山和樹君） ご異議なしと認めます。   よって、会期は、本日から３月２６日までの２２日間と決しました。   会期中の予定については、お手元に配付の会期日程表のとおりであります。  《日程第３、諸般の報告》 ○議長（西山和樹君） 日程第３、諸般の報告を行います。   本定例会に町長から提出されています案件は、議案第４号ほか３２件です。   後日、町長から追加議案の提案があります。   提案説明のため、町長ほか関係者の出席を求めました。   閉会中の３月２日に議会運営委員会が開催され、本定例会の運営について協議されました。   議会広報特別委員会は２月２５日、２６日に東京で開催されました全国町村議会広報研修会に参加され、研修をいただきました。 
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  また、京丹波町監査委員より、例月出納検査結果の報告がありましたので、お手元に配付いたしております。   本定例会の京丹波町ケーブルテレビの自主放送番組録画放送のため、ビデオカメラによる撮影・収録を許可いたしましたので報告します。   本日、本会議終了後、議員控室において、議会広報特別委員会が開催されます。委員の皆さんは大変ご苦労さんですがよろしくお願いいたします。   以上で、諸般の報告を終わります。   お諮りします。   ただいまから上程になります日程第４、議案第４号 京丹波町医師確保奨学金等の貸与に関する条例の制定についてから、日程第３６、議案第３６号 平成２２年度国保京丹波町病院事業会計予算までの議案につきましては、本日は提案理由の説明のみとし、質疑、討論、採決は後日の日程としたいと思いますが、これにご異議ございませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○議長（西山和樹君） 異議なしと認めます。   これより日程第４、議案第４号 京丹波町医師確保奨学金等の貸与に関する条例の制定についてから、日程第３６、議案第３６号 平成２２年度国保京丹波町病院事業会計予算までを一括議題とします。   町長の２２年度施政方針及び議案の提案理由の説明を求めます。  寺尾町長。 ○町長（寺尾豊爾君） 皆様、改めましておはようございます。皆様方にはそれぞれお健やかなご様子でいらっしゃることをまず心からお喜びを申し上げるものであります。   本日ここに、平成２２年第１回京丹波町議会定例会をお願いいたしましたところ、議員各位におかれましては公私何かとご多用な中ご参集いただき、まことにありがとうございます。３月に入りまして一段と春の気配が感じられる今日この頃でございます。各位には日ごろから円滑な行政推進に大変ご協力をいただいておりますこと、ここに改めて心から厚く御礼を申し上げます。   今期定例会は町長に就任して３カ月余りが経過する中、初の当初予算を提案させていただくことになりました。現下の社会経済情勢は景気の回復傾向は見られるものの、一昨年秋のリーマンショック後の金融危機や世界不況による影響がいまだいえず、加えて円高や物価の持続的な下落、雇用環境の悪化などから景気の二番底も懸念されております。   こうした中、国は総額２４兆円事業規模の景気対策を打ち出し、さらに新年度の国の一般
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会計予算は子育て、雇用、環境、科学技術に重点を置き、前年度予算に対し４．２％増の９２兆２，９９２億円が編成され、切れ目なく執行した上で、景気の着実な回復を図る予算とされております。   また、景気後退の影響は地方財政にも及んでおり、平成２２年度の地方財政対策におきましては、個人所得の大幅な減少や企業収益の急激な悪化などにより、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が引き続き落ち込む一方、社会保障関係経費の自然増や公債費が高い水準で推移することなどにより財源不足が過去最高の規模１８兆２，１６８億円（前年度１０兆４，６６４億円）に拡大すると見込まれております。この不足分は赤字地方債と言われる臨時財政対策債を前年度比４９．７％増額の７兆７，０６９億円を借り入れて補てんすることになり、地方にとっても借金に依存せざるを得ない厳しい状況となっております。   こうした国、地方の情勢を背景としつつ、私が掲げました「安心・活力・愛のあるまちづくり」をどう進めていくのか、その初年度に当たる平成２２年度の町政運営の基本施策につきまして申し述べてまいりたいと存じます。   まずは、安心のあるまちづくりであります。   私は町民の皆さんが安心して暮らせるまちづくりの第一歩は、地域医療を確かなものにする。そして、充実させていくことだと思っております。その一環として条例議案を提案させていただきましたが、医師確保奨学金等の貸与制度を設けることにより常勤医師を確保する条件を整えるとともに、京都府や府立医大との一層の連携を進めながら医師の確保と安心のある地域医療の確立に向けて努力してまいります。   地域包括医療を担う京丹波町病院は町民の皆さんが安心して利用できる、よりよい地域医療の確保を基本理念に置き、町立医療施設の中核的な役割を果たせるよう医師やスタッフの充実に努め、私たちの町の病院として親しみやすく利用しやすい病院を目指して取り組んでまいります。あわせて、４月から組織を改編して医療政策課を病院内に置き、町内全体の総合医療政策の拠点として取り組んでまいります。また、和知診療所においては引き続き非常勤医師の協力を得ながら、外来・訪問診療等を継続するとともに、昨年１０月に開設した介護療養型老人保健施設との一体的な運用に努めてまいります。   次に、住民が健康で安全・安心に暮らして生きることができる福祉や健康づくりでは、生活習慣病対策として医療保険者に義務づけられた特定健診、特定保健指導や合併後、住民負担を無料に統一し、重点的に取り組んでおります住民健診の受診率向上に努めるとともに、乳幼児期から高齢者までそれぞれに応じた具体的な健康づくりの実践目標を定めた京丹波町健康プラン２１に基づき、町民一人一人が主人公となって取り組む健康づくりを推進してま
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いります。   また、安心して医療が受けられるよう心身障害者や母子家庭等に対する医療費助成をはじめとして中学校卒業までの医療費負担を医療機関ごとに月額２００円とする子育て医療費助成制度や妊婦健診に必要とされる健診１４回分をすべて公費負担とする制度拡充を継続してまいります。   さらに、介護保険事業の円滑な運営を継続するとともに、在宅高齢者への社会支援事業や障害者福祉サービスを推進し、高齢者や障害のある方がいつまでも住みなれた地域で安心した生活が送れるよう支援してまいります。   また、災害時要援護者の避難支援体制を確立するため、要援護者名簿のシステム化など戸別の支援計画策定に向けた取り組みを進めるとともに身近に支援できる自主防災組織の育成、備蓄物資の計画的な配備に努めてまいります。災害に強いまちづくりでは、２２年度に全額国費による救助資機材搭載型消防車１台の配備が決定されており、あわせて消防団に配備しております消防ポンプ車や小型動力ポンプ付き積載車の更新を行うほか、防火水槽の整備など災害における機動的な救助活動や消火活動の体制整備を積極的に進めてまいります。   また、京丹波町建築物耐震改修促進計画に基づき、安心・安全な住環境の向上を図る木造住宅耐震診断事業を促進するとともに、２２年度から耐震改修を実施される方への補助金交付制度を設けてまいります。   町営バスの運行につきましては厳しい運営状況でありますが、４月から土曜運行を増設し、通学バスとして保護者の負担軽減や移動手段を持たない町民の皆さんの生活交通を確保してまいります。私は人が移動し交流するところに活性が生まれると思っております。閉じこもりがちなお年寄りにもっと出かけてほしい。人との交流を通じて、さらに生き生きと健康であり続けていただきたいと願っております。   次に、活力のあるまちづくりであります。   町の活力の源は元気で魅力ある産業振興であります。農林業関係につきましては、担い手の育成、特産物の振興、農村環境の保全、循環型農林業の推進、さらには有害鳥獣対策の強化を主要施策として農林業経営の向上に取り組んでまいりたいと思っております。まずは年々被害が増大する有害鳥獣対策を最重要課題に位置づけ、国の鳥獣被害防止総合支援事業を新たに導入するなど事業を拡充するとともに、捕獲の強化を図るため町域を越えた広域捕獲の実施、そして銃器狩猟免許の取得支援制度の拡充やシカ駆除に対する報奨単価の引き上げなど有害鳥獣対策を積極的に推進してまいります。   農業振興面では、農業機械の導入や施設整備、技術者指導などを通じて農業後継者や営農
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組織、農業団体などの多様な担い手の育成を支援してまいります。   特産物振興対策としては、平成２２年度から新たに始まる国の戸別所得補償モデル対策として特産物産地化等形成助成などの町単費事業の推進により、黒大豆、小豆などの丹波ブランドをはじめ、そば、京野菜、京かんざし（金時ニンジンの葉のついたもの）などの生産振興を図り、京丹波町の特産物としてブランド力を高めてまいります。主要作物である水稲は米の産地間競争が厳しい中で近隣市と連携しながら良食美米京都丹波米の生産を進めるなど、安全でおいしい米づくりの推進をしてまいります。   また、農地や森林など豊かな農村環境を保全し、さらには次代へ継承するため、引き続き中山間地域等直接支払制度や農地・水・環境保全向上対策事業などによる地域ぐるみの活動を促進するとともに、住民などの組織による地域力（里力）の向上を目指した集落連携活動への支援に取り組んでまいります。   林業振興面では、国土の保全、水源涵養、地球温暖化防止などの森林の持つ多面的機能を良好に維持し、あわせて林業所得の向上や林業団体の育成を図るため、間伐をはじめ狩猟実施区域の明確化作業など森林を整備する地域活動への支援、基幹林道等の整備を推進してまいります。また、間伐材等を利用した木質バイオマスエネルギーの研究に取り組むなど、耕畜連携による畜産堆肥の活用も含めた資源循環型農林業の推進を図ってまいります。   商工業（雇用）振興につきましては経済不況と厳しい雇用情勢の中で、引き続き商工会と連携した小規模商工業者等の育成や町単費事業である補給金制度による経営支援を図ることとしております。また、現下の経済情勢から離職を余儀なくされた方々の雇用を創出するため、国の緊急雇用対策事業を活用した就業機会の提供を図り、生活基盤の確保が図られるよう支援してまいります。   本年６月から京都縦貫自動車道が京都市内から本町まで無料化される予定であります。こうした中で多くの都市住民を本町へ呼び込むため、観光施設の適正な管理・運営はもとよりスポーツ、レクリエーション、伝統行事や野菜市など観光情報の一元化を図り、目的を持って訪れていただけるよう情報発信に努めてまいります。   次に、道路などの社会資本の整備につきましては安全で安心かつ利便性の向上を目指し、快適な住民生活の基盤、社会経済活動の動脈として位置づけ、その機能が果たせるよう本町総合計画に基づく均衡ある整備を進めてまいります。   国道関係につきましては、平成２０年に国道４７８号丹波綾部道路、京丹波わちインターチェンジ以北が開通し、昨年１０月には国道２７号下山バイパスが供用されるなど、長期にわたる事業が着実に完成してまいりましたが、平成２６年度の供用開始に向けて工事が進む
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丹波綾部道路の円滑な推進、国道９号、２７号の狭小区間の解消や歩道設置などといった課題も多く残っております。今後におきましても引き続き関係機関との連携を図りながら、事業の早期完成や新規事業化に向けた取り組みを強化してまいります。また、あわせて丹波綾部道路において計画されております丹波パーキングを地域振興に寄与する施設として活用できるよう調査研究に取り組んでまいります。   府道の関係につきましては事業化継続路線の早期完成を目指して、地元関係団体と連携した事業の推進を図り、未改良路線につきましては沿線住民の皆さんの声をお聞きする中で、ご理解とご協力をいただきながら、事業化に向けた取り組みを強く要望してまいります。   町道関係では、本町総合計画や地域からの要望を踏まえた上で現在の通行形態や利用状況を精査し、道路利用者の安全性の向上や利便性の向上につながる拡幅や改修事業を進めるとともに既存の道路寿命を延ばし、また、使いやすくするための維持管理事業や建設コストが高いとされる橋梁の寿命を延ばせるよう長寿命化修繕計画策定に向けた調査・点検を進めてまいります。   河川整備等につきましては、府管理河川であります高屋川等の改修事業が引き続き促進されるよう要望してまいります。   町管理河川では、平成１８年度より進めております大倉谷川の河川付け替えについて、引き続き整備を図ってまいります。   また、府・町管理河川を含めた雑草繁茂期の河川管理は、河川愛護の観点から地元住民の皆さんのご協力をいただく中で適正な管理に努めるとともに安心・安全のための河川診断、パトロールを実施し、堆積土砂の除去など治水・防災上の観点からも府と協議・調整しながら適正な管理に努めてまいります。   昨年１０月に本体工事に着手された畑川ダム建設事業につきましては、平成２４年度の完成目標に向け関係機関等の連携を密に、積極的に取り組んでまいります。また、附帯するダム湖内のつけかえ林道や町道等の整備を引き続き実施するとともに、ダム直下流域や周辺整備につきましても地域の皆さんや関係者と協議・調整を行い、整備を図ってまいります。   ダムからの供給を受ける水道事業につきましては、現有施設における管理業務の徹底による安心・安全な水の供給を第一に、丹波・瑞穂地区及び和知地区の水道施設統合整備事業を引き続き促進してまいります。平成２２年４月からは住民の皆様の深いご理解をいただきながら３カ年をかけて水道料金を統一し、町としての一体性を高め、さらなる住民サービスの向上に努めてまいります。   下水道事業では、平成２３年度からの料金統一に向けて従量制による適正な料金体系を検
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討するとともに、循環型社会の構築など水環境施策を推進するため、下水道施設の管理の徹底と施設整備事業の推進を図ってまいります。   次に、愛のあるまちづくりについてであります。   次代を担う子供たちの健やかな成長を支援するため、次世代育成支援後期行動計画を平成２２年度よりスタートさせます。今後はこの後期行動計画を踏まえ、それぞれの関係機関と連携しながら短時保育事業、保育サービスの基盤を拡充した一時保育事業、発達支援事業の充実に努めてまいります。瑞穂地区における保育所建設につきましては、実施設計及び用地取得が完了し、平成２３年度から新しい保育所でのスタートができるよう急ぎ準備を進めてまいります。また、保育所における耐震診断を実施し、安全の確保を図ってまいります。   今日の社会は少子高齢化の進行や国際化、情報化の目まぐるしい進展など変化の激しい時代を迎えております。このような中、本町の教育においても児童生徒一人一人が社会の変化に適切に対応しながら、新しい時代をたくましく切り開いていくため、確かな学力、確かな人間性、健康や体力の保持など生きる力を身につけられるように育んでいくことが求められていると考えております。   学校教育では、小・中学校学習指導要領の改訂に伴う先行実施に合わせ、授業時間の確保、指導体制の充実を図ってまいります。また、学力の充実及び支援を要する児童生徒のため、町単費教員や指導員の配置を継続してまいります。さらに、小・中学校での演劇や音楽等の芸術鑑賞の取り組みや読書指導員等による読み聞かせ活動を実施し、豊かな心を育てる教育を推進してまいります。   瑞穂地区の統合のための小学校整備につきましては、平成２３年４月開校に向け、地域や保護者の皆さんと連携を図り、準備を進めてまいります。瑞穂中学校の体育館等についても安心・安全な学校づくりを目指して改築を行うとともに、中学校の完全給食化に向けて取り組んでまいります。   さらに、保護者の就労や少子化に伴い需要が高まる学童保育事業では、小学校６年生までの受け入れに向けたアンケート調査を実施し、この結果による新たな施設整備も含め検討してまいります。   平成２３年秋の第２６回国民文化祭では、京丹波町として「伝えよう人形浄瑠璃の心」をサブテーマに見せる人形芝居フェスティバルを開催し、本町の伝統文化や特産品を全国に紹介する絶好の機会として諸準備を進めてまいります。また、文化の向上・発展に寄与された個人や団体を表彰する京丹波町文化賞表彰規定を定め、学術、芸術、教育文化などの振興発展を奨励してまいります。 
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  本年は京丹波町が合併して５周年を迎えます。まちづくりの指針となる町民憲章や町民のシンボルとなる町の花、町の木、町の鳥などを制定し、町の一体感や連帯感を醸成確保し、町民の皆さんが郷土への愛着と誇りを持てるまちづくりを進めてまいります。また、町民の皆さんの要望や時代の変化に的確に対応した行政サービスの提供と活力ある地域づくりを支援するため、４月より企画政策課内に地域支援室を設け、さらにきめ細かな支援体制を整え、まちづくりの課題を共有し、信頼で結ばれ、手を携えて住民自治による活力ある地域づくりを積極的に支援してまいります。   美しい清らかな環境はだれもが望んでいるところであります。本町の豊かな自然や生活環境の保持のため、環境問題に関する啓発やリサイクル情報の提供に努めるとともに、ごみの減量化や再資源化に対する住民意識の高揚を図り、資源循環型のまちづくりと地球温暖化防止対策を推進してまいります。特に、２２年度から住宅用太陽光発電システムの設置にかかわる補助制度を設け、環境負荷の少ないクリーンエネルギーの普及を促進してまいります。また、生ごみ等堆肥化容器購入助成や資源ごみ集団回収事業補助金制度の一層の普及に努め、具体的な取り組みを支援してまいります。   産業廃棄物については、事業者の責任において適切な処理が行われるよう関係機関と緊密な連携を図り、不法投棄等に対する監視を強め、町民の安全で快適な生活環境の維持に努めます。   最後になりましたが、これら施策の実現に向けては健全財政の維持、確保が不可欠であります。さきに述べたとおり、景気低迷の中にあって、ますます地方財政は借金依存から脱却できないでおります。少子化や高齢化が及ぼすさまざまな対策を講じるため、次々と打ち出されてきた介護保険や後期高齢者医療制度への負担、国の医療費抑制施策や医師不足が顕在化する中の地域医療のあり方、急務となった学校施設等の耐震化対策など近年新たに生じたこれらの課題に対応しつつ、町民の皆さんの要望にこたえていける健全財政への努力を怠ってはならないと考えております。   本町の課題であります地方債残高の削減につきましては、平成２１年度までに９億７，０００万円の繰上償還を行い、公債費償還額が着実に減少しております。交付税算入のある有利な地方債の活用や新規発行債の抑制による公債費負担の適正化を図り、行政改革大綱に掲げられた実質公債費比率１８％以下の早期の達成を目指してまいります。   また、土地開発公社先行取得用地の債務縮小に向けた取り組みにつきましては、事業化による活用や処分について研究を重ねるとともに、これ以上利子負担が加算されることのないよう、利子相当額以上の買い戻しを計画的に取り組んでまいりたいと考えております。 
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  さらに、町民目線に立った信頼される行政を推進する上からも税負担の公平性を保ちながら、これまで以上に自主財源の確保に努めてまいらなければならないと思っております。このため昨年設立された京都地方税機構を十分に機能させ、京都府及び府内２５市町村が連携し、納税者の利便性を図りながら徴収率の向上に努めてまいります。   あわせて、多様化した住民ニーズにこたえられる質の高い行政運営の執行のため、職員の資質向上をさらに図っていくことも重要であります。そのためには人事評価制度の導入など職員が常に問題意識と目標達成に向けた意欲を持ちながら、住民満足度の向上を目指して日々切磋琢磨していく姿勢や公平・公正で親切な対応に心がけるなど、人に優しく、ぬくもりを感じていただける組織風土の仕組みを構築してまいります。   以上、さまざまに申し上げてまいりましたが、これら諸施策の実現には私一人でなし得るものではございません。緊張感を持って誠実に、また堅実に意思決定機関である議会や町民の皆さんのご意見を伺いながら、職員と一丸となって全力を注いでまいる所存であります。議員各位並びに町民の皆様のご理解とご支援を心からお願い申し上げます。   以上、平成２２年度の施政方針といたします。   続きまして、平成２２年度の予算概要並びに提案理由について申し上げます。   一般会計予算の総額は９６億６，９００万円、前年度当初予算に比べ４．７％減額、病院事業を含む特別会計では介護保険事業や下水道事業の増額要因により７７億３，５６５万円と、前年度対比１．１％の増額となっております。すべての会計を合わせますと、総額で１７４億４６５万円となり、前年度対比約３億９，２５５万円、２．２％の減額となりました。   それではまず、一般会計について費目ごとに特徴的なものについてご説明をいたします。   総務費では、財政健全化対策について引き続き積極的な取り組みを行うこととし、土地開発公社先行取得用地買い戻しのための繰出金に５，９６１万円、平成２１年度から本格実施しております電子入札の対象拡大を図る経費に１９２万円、協働のまちづくりを推進し、住民自治組織の組織化を支援する住民自治組織まちづくり交付金や地域力向上事業助成金に合わせて４３４万円を計上いたしております。町営バスの土曜日運行の実施を図る経費を含め、町営バス運行事業特別会計への繰出金には４，３３０万円を計上いたしております。   また、平成２２年度に鉄道開通１００周年を迎えることから、和知地区をメーンとした記念事業に３００万円、町民憲章や町の花、木、鳥などの制定に３１万円、ホームページのリニューアル経費に２９９万円を計上し、わかりやすく親しみやすい情報の積極的な発信を展開してまいります。その他継続的な事業では合併特例債を活用した振興基金積立事業に１億６，３５３万円を積み立てることとしております。 
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  民生費では、少子高齢化が進む中、高齢者や障害者の皆さんが住みなれた地域で安心して自立した日常生活を営むことができる環境づくりと児童福祉における次世代育成の充実・拡充に配慮した予算計上に努めたところであります。   まず、次代を担う子供の養育を社会全体で支援する観点から創設される子ども手当支給事業に２億３，７８４万円、障害者の自立支援事業に２億３，０４７万円、介護保険事業に２億３，９８３万円、昨年１０月に開設いたしました介護療養型老人保健施設運営事業には５，３８９万円、後期高齢者医療広域連合に対する給付費負担金など関係経費に２億４，１３０万円を計上し、制度の円滑な運営を引き続き図ってまいります。   また、本町独自の取り組みとして発達支援事業に５６４万円を計上したほか、すこやか子育て祝金事業に８００万円、子育て医療助成事業に４，２０７万円、保育所費には３億１，６１７万円を計上し、子育ての意義について理解が深められ、健やかな育成を支援することといたしております。   保健衛生費では、町民一人一人が健康寿命を延伸し、いつまでも健やかで心豊かな生活を送るために疾病の予防と早期発見が重要であり、住民負担無料の各種健診事業を安心して安全な妊娠・出産ができる体制の確保のため妊婦健康診査に７６４万円を計上したのをはじめ特定健康診査等事業に１，５２３万円、女性特有のがん検診推進事業に２９２万円、後期高齢者健康診査事業に７０９万円など保健事業費に８，０５８万円を計上いたしております。   予防費といたしまして新型インフルエンザ対策経費に４９０万円を計上いたしております。また、病院等の診療所費では病院建設事業債償還や和知診療所の病床転換に伴う診療所費からの拠出繰出金が減少となったことなど、前年度に比較して６，７０７万円減額の３億２，３４０万円を計上いたしております。また、新たに設ける医師確保奨学金等の貸与制度には奨学金貸付金として１名分１８０万円を計上したところであります。   環境保全地球温暖化などの重要な政策課題となっております環境衛生対策では、本年度から実施いたします住宅用太陽光発電システム設置費補助金に１０２万円を計上したほか、下水道会計の繰り出しを含め６，５５１万円、清掃費に船井郡衛生管理組合の分担金を主なものとして２億９，３４８万円、簡易水道費に３億２，１５１万円を計上いたしております。   労働費では、緊急経済生活支援対策事業に２，４００万円を計上し、雇用の創出を図ってまいります。   次に、農林水産業費につきましては、中山間地域等直接支払事業に１億１，８６１万円、農地・水・環境保全向上対策事業に１，０８８万円を計上し、地域ぐるみの活動や営農への支援を行うとともに、農業機械導入をはじめとする農業振興事業に１，１１７万円、水田農
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業構造改善対策助成事業に２，０９５万円を計上し、営農組織等の担い手育成や特産物の生産振興を図ってまいります。   情報基盤の整備につきましては、国の農山漁村活性化プロジェクト支援交付金を活用し、平成２２年度も財政の健全性と有利な財源確保に留意しつつ、慎重に進めてまいりたいと考えております。２２年度は居宅引き込み工事、ＩＰ告知システム工事を主なものとして３億２，４２２万円を計上いたしております。   林業費では、林業の担い手育成をはじめとする林業振興対策事業に１，３８６万円、森林整備地域活力支援事業に２，５１０万円を計上するとともに、森林管理道開設事業に３，７２０万円を計上し、森林の整備及び保全の推進を図ってまいります。有害鳥獣対策につきましては、農業費の有害鳥獣対策事業２，７７０万円に加え、さらに有害鳥獣捕獲事業として２，８９１万円を計上し、対策の強化を図ってまいります。   次に、商工費では、信用保証料等資金融資・利子への補給金７３０万円、商工会への小規模事業経営支援事業助成２，１４６万円を計上し、低迷する消費経済の影響を受ける中小企業への経営支援を行うこととしております。   次に、土木費では、畑川ダム建設促進に伴うダム関連事業に２，６９６万円を計上するとともに、道路新設改良費には継続事業も含め１１路線の改良費を主なものとして、１億９，３０９万円、都市公園整備事業には５，８２０万円余りを計上したところであります。また、町道修繕等にかかわる維持管理事業では２，３２８万円を計上し、少しでも多くの要望にこたえられる予算計上といたしたところであります。   次に、消防費では、中部広域消防組合負担金２億３，６６１万円、消防団運営費に７，９０１万円のほか、消防操法大会訓練事業に４８１万円、防火水槽整備事業に３，４００万円、消防車両更新計画に基づく消防車更新事業に４，３６０万円を計上し、安全・安心なまちづくり基盤整備を図ってまいります。   教育費では、総額で６億８，６３４万円を計上いたしております。小学校統合準備事業として、児童用机、いす購入や閉校記念誌発行経費などに１，２２０万円、学習支援教員等の配置に１，１７６万円、学校支援地域本部事業に９８万円、国民文化祭の準備経費に４３万円を計上したほか、それぞれの分野において必要となります学校運営、教育振興、社会教育の推進に所要の額を計上いたしたところであります。   次に、歳入についてでありますが、町税につきましては平成２１年度の決算見込みから推計した収納見込み額と国が示しております地方財政計画の指標を検討の上、過大見積もりにならないよう精査を加え、計上したところであります。現下の経済情勢の中にあって、町民
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総所得の伸びは依然としてマイナス基調であり、加えて固定資産税や健康志向による町たばこ税の落ち込みにより、前年度対比２，９０２万円減額の１６億２，２４２万円を計上いたしております。   譲与税、交付金関係につきましては平成２１年度決算見込みや京都府の推計値をもとに算定いたしましたが、軒並み現年度を下回る見込みとなり、前年度対比８６０万円減額の４億２，８９０万円の計上となりました。   地方交付税では、平成１３年度から通常収支の不足分を臨時財政対策債の発行に振り替えられてまいりましたが、平成１９年度からさらに２２年度まで同様の措置が継続されております。示されました地方財政計画では、規定加算とは別枠で１兆１，０００億の加算となっておりますが、本町におきましては普通交付税の合併算定特例による一定額と地方再生対策費の算入１億７，４３５万円、新たな雇用対策地域支援活用臨時特例債１億２，７６９万円などを試算した基準財政需要額をベースとして算定し、特別交付税も含めた地方交付税全体としては補正財源の留保を含め、５，０００万減額の４７億円の計上といたしております。   このような厳しい状況でありますが、特定財源の確保と地方債発行の抑制に留意しながら、平成２１年度の推移から見込める財源をほぼ満額計上することにより、４年連続して財政調整基金の取り崩しを抑え、後年度の財政需要に備えたところであります。長引く景気の低迷により個人所得も大きく減少している現状により、財源の確保が大変厳しい状況でありますが、削減を図りつつも選択と集中により、後退させてはならない住民生活に密着した行政水準の維持と健全財政の確保に十分留意し、執行に当たってまいる所存であります。議員各位、町民の皆様のご理解、ご支援をよろしくお願い申し上げます。   以上、一般会計予算の説明とさせていただきます。   引き続きまして、特別会計につきましてご説明を申し上げます。   国民健康保険事業特別会計事業勘定では、１８億３，８３２万６，０００円を計上いたしております。国民健康保険は高齢化の進展による医療費の増加に加え、今日の経済情勢を反映した被保険者の負担能力の低下等により財政状態は危機的状況にあり、抜本的な制度改革が待たれるところであります。特に、国保税率の算定に当たっては安定的で持続可能な制度運営に向けて、平成２２年度においても所要の税率改定を行うべきところでありますが、昨今の大変厳しい経済情勢や住民負担に配慮して据え置くこととし、医療費の適正化対策や収納率向上対策、また、特定健診・特定保健指導に取り組み、財政安定化と負担の公平性の確保を図ってまいります。   診療所勘定につきましては、和知診療所勘定２億３，３７０万円、和知歯科診療所勘定７，
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０９０万円を計上いたしております。和知診療所勘定におきましては、当面、非常勤医師の協力を得ながら現体制の運営を継続し、引き続き病院とあわせて関係機関に対して医師確保の要望・要請に努めてまいります。   老人保健特別会計は、平成２０年度から後期高齢者医療制度への意向に伴い、平成２０年３月診療分までの過誤、月おくれ請求の医療給付等に必要な予算として９３３万８，０００円を計上いたしております。   後期高齢者医療特別会計につきましては１億８，５８１万２，０００円を計上いたしております。後期高齢者医療制度の保険料の決定、賦課や給付、診療報酬の支払いは京都府後期高齢者医療広域連合が行うことから、本会計につきましては広域連合の算定に基づく保険料を徴収し、広域連合に納付する収支となっております。なお、本年度から実施します後期高齢者を対象とした人間ドック助成事業には１８７万７，０００円を計上しております。一般会計からの繰入金につきましては、事務費及び低所得者の保険料軽減分を公費で補てん（４分の３が府、４分の１が町）するために行うものであります。   介護保険事業特別会計事業勘定では１７億７，３８６万円を計上いたしております。平成２３年度までの第４期介護保険事業計画に基づき、引き続き介護予防事業や地域支援事業の充実を図り、自立した日常生活を営めるよう真に必要な介護サービスを総合的・一体的に提供していくとともに、介護保険事業の円滑な推進と健全運営に努めてまいります。   サービス事業勘定では、地域包括支援センターを拠点に介護予防支援事業の推進を図ってまいります。   また、老人保健施設サービス勘定では１億２，４７１万円を計上し、施設の運営、入所サービス等の提供を行い、和知診療所の訪問機能と組み合わせて住宅復帰や在宅療養の支援など包括的なケアに取り組んでまいります。   水道事業特別会計につきましては１２億７３０万円を計上いたしております。施設の適正な管理を図るとともに必要となる施設整備を行い、安全で安定した給水環境の整備に努めてまいります。施設整備では、丹波・瑞穂地区では、本年度事業実施に至りませんでした戸津川地区の配水施設整備を中心に行うこととしております。畑川ダム関連では、建設工事にかかわります事業負担金として９，２５０万円を計上いたしております。また、未給水の開発団地への給水を目的とした調査を計画いたしております。和知地区では老朽管を更新し、水道施設の機能を高めるため、北部系統（西河内、下粟野地区）の管路網整備及び中央系統（坂原と安栖里地区）の流量計整備を行ってまいります。   下水道事業特別会計につきましては１１億３，９００万円を計上いたしております。使用
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料の確保と施設の効率的な運営を図り、経費縮減に努めてまいります。   施設整備事業では、公共下水道下山処理区におきまして既存施設の延命化を目的とした管路の更生事業と農業集落排水施設におきまして、京都縦貫自動車道丹波綾部道路の開設により支障となります市森地区処理施設を解体し、須知地区処理施設への接続に向けた管路整備などを計画いたしております。   町営バス運行事業特別会計につきましては７，７２４万７，０００円を計上し、安全運行を第一に、児童生徒の通学や町民の利便性の確保に努めてまいります。   国保京丹波町病院事業会計では収益的収入及び支出に８億５，３０２万２，０００円、資本的収入１億１，２０２万２，０００円、支出に１億１，９６４万３，０００円を計上し、収支に不足する７６２万１，０００円は過年度分損益勘定留保金で補てんすることといたしております。病院建設事業債の償還が本格化し、引き続き厳しい経営環境ではありますが、老朽化した医療機器を計画的に更新し、経営の健全化と保健・福祉・医療の連携強化を図るとともに、患者のニーズにこたえられる地域包括医療の推進に努めてまいります。   その他、土地取得特別会計につきましては土地開発公社からの山野草新生産園用地の買い戻しを主なものとして５，９９３万３，０００円。育英資金給付事業特別会計につきましては育英基金の目的に沿う適正な給付に留意し、３８９万３，０００円を計上いたしております。須知・高原・桧山・梅田・三ノ宮・質美財産区特別会計につきましては、財産の管理、住民団体への助成を中心として編成いたしたものでございます。   以上、平成２２年度当初予算につきましての概要説明とさせていただきます。   引き続きまして、条例等の議案につきまして提案説明をさせていただきます。   議案第４号 京丹波町医師確保奨学金等の貸与に関する条例の制定につきましては、全国的に課題として医師の確保が極めて困難な状況にある中、将来的に本町の町立医療機関において、医師として従事しようという学生、臨床研修医等に対して奨学金を月額１５万円貸与し、一定の期間内に貸与相当期間を勤務した場合は、その貸付金の返還を免除するものであります。   議案第５号 京丹波町町営バス運行事業条例の一部を改正する条例の制定につきましては、旧町単位に設置しております事業所を一事業所に統一し、運行管理の責任の所在を明確にし、運行管理体制の強化を図るもの。   議案第６号 京丹波町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例につきましては、新たに超勤、代休時間を定めるもの。   議案第７号 京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例及び議案第
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８号 京丹波町教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例につきましては、特別職等の給与、期末手当について、引き続き支給額を１０％減額するもの。   議案第９号 京丹波町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例につきましては、月６０時間を超えた時間外勤務手当の支給割合及び超勤、代休時間を定めることに伴うものであります。   議案第１０号 京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定につきましては、管理職手当について、引き続き支給額を１０％の減額とするものであります。   議案第１１号 京丹波町７０あけぼの基金条例の廃止につきましては、設置に至った経過やその設置目的、そして現状のあり方を検討する中で、これを廃止するものとしております。   議案第１２号 京丹波町学校施設の設置条例の一部を改正する条例につきましては、所在地番の変更と学校統合による新しい校名を瑞穂小学校と定めるものであります。   議案第１３号 京丹波町公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例につきましては、住民の利用促進と施設の有効活用を図るもの。   議案第１４号 京丹波町放課後児童健全育成事業設置条例の一部を改正する条例につきましては、設置場所の変更を行うもの。   議案第１５号 京丹波町営農林業施設事業分担金徴収条例の一部を改正する条例につきましては、町が事業主体となる鳥獣対策事業の受益者分担金の徴収について規定するもの。   議案第１６号 公の施設の指定管理者の指定につきまして、特産館「和」の指定管理者に財団法人和知ふるさと振興センターを指定するもの。   議案第１７号 町道の路線認定につきましては、新たに７路線を認定し、議案第１８号 町道の路線廃止につきましては、５路線を廃止するもの。   議案第１９号 京都府市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少及び京都府市町村職員退職手当組合規約の変更につきましては、城南市町村税滞納整理組合の解散に伴うものであります。   以上、提案させていただく議案の説明とさせていただきます。   細部につきましては、所管する課長より説明いたさせますので、何とぞ慎重にご審議賜りまして、原案にご賛同いただきますようよろしくお願いをいたします。   なお、平成２１年度の補正予算等につきましては、後日、追加提案させていただきたく思っておりますので、ご理解賜りますようによろしくお願いを申し上げます。 ○議長（西山和樹君） それでは、ただいまから１０時２５分まで暫時休憩をいたしますので、
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そのようにご理解ください。 休憩 午前 １０時１０分 再開 午前 １０時２５分 ○議長（西山和樹君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。   補足説明を担当課長に求めます。 ○議長（西山和樹君） 下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） それでは、議案第４号、京丹波町医師確保奨学金等の貸与に関する条例の制定につきまして、説明を申し上げます。   先の町長の提案説明にございましたように、全国的な課題であります医師の確保につきましては、本町の京丹波町病院や和知診療所におきましても、直面するきわめて重要な課題となっております。   本条例は、京丹波町病院または和知診療所での勤務を希望される医師または医学生に対しまして、研修または就学に要する資金を貸与しようとするもので、そのことにより医師の養成と町立医療機関における医療の確保充実を図ろうとするものでございます。   京都府におきましては、既に１９年度から地域医療確保奨学金等の貸与に関する条例を制定し、京都府が指定する府内の公立病院など地域医療機関への勤務を希望する学生、臨床研修医等に対しまして奨学金を貸与し、その後、指定する医療機関で貸与相当期間を勤務した場合には、その返還を免除するという制度を設けられております。   また、京都府内における医師の偏在ということで、特に北部地域での医師不足がクローズアップされましたので、京丹後市、舞鶴市など北部の市町においても伊根町を除いて同様の制度をお持ちでございます。   今回の条例をお認めいただきますと、京都府の奨学金とあわせて受けることも可能となっておりますし、京都府の指定している病院の中には本町の京丹波町病院、和知診療所等も含まれておりますので、同じ医療機関での勤務において、両方の奨学金の返還が免除になることもございます。   それでは、条例の概要につきまして説明をさせていただきます。   本条例は全部で５条で構成しております。   第１条では、先ほど申しました趣旨、目的を、第２条では、用語の定義を定めております。   第３条では、貸与の対象及び方法を定めております。具体的には、対象者として専門研修、または臨床研修を受けている医師、大学院で医学を履修する課程に在学する医師、または大学の医学を履修する課程に在学する者としており、予算の範囲内において無利息で、規則で
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定める額の奨学金を貸与するものでございます。規則では、奨学金の額を月額１５万円としているところでございます。   第４条では、返還の免除について規定しております。   第１項第１号から第４号において、第３条で定めましたそれぞれの貸与の対象者ごとに、町立病院等に貸与相当期間を勤務された場合に奨学金の返還を免除することについて定め、実際の勤務に際しましては、それぞれ３年間の猶予期間を設けることとしております。   例えば、臨床研修医として２年間の貸与をお受けになった場合には臨床研修終了後、貸与期間の２年プラス３年の５年間の間に町立医療機関で２年間を勤務いただいた場合には返還免除となるということでございます。ただし、返還免除に必要となる本町の医療機関での勤務が終了するまでの勤務先につきましては、府内の公的医療機関で勤務された場合に限るとし、民間病院に勤務された場合には奨学金の返還の対象となります。なお、府内の公立医療機関につきましては規則で定めることとしておりますが、具体的には市町村立の医療機関のほか日赤、社会保険病院、大学病院等を規定する予定でございます。   また、第１項第５号では、貸与対象者として、例えば臨床研修医と大学院生としての期間を重複して奨学金を受けられた場合、それぞれの貸与期間を通算した年数に３年間の猶予期間を加えた期間内に、貸与相当期間を町立医療機関で勤務していただいた場合に返還を免除することとし、同様に、返還免除に必要な町立医療機関での勤務が終了するまでの勤務先につきましては府内の公的医療機関に限定する規定を設けております。   第５条では、条例の施行に関しまして、規則への委任を規定しております。   最後に、附則で本条例の施行日を平成２２年４月１日とするものでございます。   今後、奨学生の募集に関しましてはお認めをいただいた後、募集要項等を定めて取り組んでいきたいと考えております。   以上、簡単ではございますが、議案第４号 京丹波町医師確保奨学金等の貸与に関する条例についての説明とさせていただきます。ご審議の上、よろしくお願いいたします。 ○議長（西山和樹君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） 続きまして、議案第５号 京丹波町町営バス運行事業条例の一部を改正する条例の制定について補足説明をさせていただきます。   改正箇所は議案書の新旧対照表のとおりでございますが、このたびの条例改正は旧町単位で設置してまいりましたバス事業所を一つに統一しようとするものでございます。   本町の町営バスは道路運送法第７９条に規定する国土交通大臣の登録を受けまして、自家用バスを有償で運行しているものでありまして、旧町のバス事業所をそのまま京丹波町町営



 

－２２－ 

バス運行事業の事務所として登録しております。この事業所にはそれぞれに責任者を置かなければならないことから安全管理等にも差異がございまして、また、指揮系統につきましても完全なものとは言えませんでした。したがいまして、３カ所の事業所を役場内に設置する一事業所に統一いたしまして、運行管理の責任の所在を明確にして、さらなる運行管理体制の強化を図るものでございます。   なお、施行日に関しましては、２２年の４月１日からということで思っております。   以上、議案第５号の説明とさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 谷総務課長。 ○総務課長（谷 俊明君） それでは、議案第６号の京丹波町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正につきまして補足説明を申し上げたいと存じますが、今回の改正につきましては議案第９号の京丹波町職員の給与に関する条例の一部改正と関連をいたしておりますのと、上位の法律に準じております関係上、改正条文が大変難解な表現になっておりますので、お手元に本日配付をさせていただきましたが、一枚物の議案第６号及び議案第９号の資料に基づきまして、この２議案あわせまして説明をさせていただきたいと存じます。本２議案とも労働基準法の改正に基づきまして、国の一般職の職員の給与に関する法律等の改正に準じての条例改正をお願いをいたすものでございます。   まず、この資料をごらんいただきまして、議案第６号の改正の要点でございますけれども、超勤代休時間を定めるものでございます。この超勤代休時間と申しますのは月６０時間を超える時間外勤務を対象にいたしまして、代休時間を指定することができるというふうになるところでございまして、この代休時間の算定方法につきましては、６０時間を超えた時間掛ける１００分の２５で算定することとなっております。いわゆる超えた時間の４分の１の時間が代休時間として指定できるということでございます。ただし、職員が希望しない場合は指定をしないということになっております。  それから、関連いたします議案第９号 京丹波町職員の給与に関する条例の改正でございますけれども、これにつきましては月６０時間を超える時間外勤務手当の支給割合、それから先ほどの超勤代休時間との調整を規定するものでございます。   まず、改正前の時間外勤務手当の算出でございますけれども、これは給与の１時間当たりの単価掛ける１００分の１２５掛ける時間外の勤務時間ということで算定をしてきたわけでございますけれども、改正後の時間外勤務手当の算出につきましては、６０時間までは改正前と同様に１００分１２５、それから、６０時間を超える時間については１００分の１５０を掛けての算出となるところでございます。ただし、第６号の超勤代休時間を取得した場合
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については、６０時間を超える時間外の算出については従来どおりの改正前の１００分の１２５をもって計算をするということになっております。   詳しくは、ここの具体例を見ていただいたらいいかと思うんですけれども、給与の１時間当たりの単価１，５００円の職員が月７６時間、時間外を行った場合の具体例を挙げております。議案第６号については、この場合においては超勤代休時間を４時間取得することができるというふうになりますのと、議案第９号におきまして、６０時間を超える１６時間については１００分の１５０の時間外勤務手当３万６，０００円と計算がなされるということになります。ただし、議案第９号の４項に基づきまして代休時間をとった場合は、その１６時間分の時間外手当については従来どおりの計算で算出した額しか支給しないということになるわけでございまして、この下の図表でございますけれども、ここの網かけの部分の議案第６号で言うところの超勤代休時間４時間を取得するか、もしくは議案第９号の時間外手当の加算分を手当としてもらうかという、どちらかを選択するという形になるところでございます。   以上、議案第６号と第９号の補足説明とさせていただきます。   それから、議案に戻っていただきまして、第７号の京丹波町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例。   続いての議案第８号 京丹波町教育委員会教育長の給与及び勤務時間等に関する条例の一部を改正する条例につきましては、町長の提案理由にもございましたように、現下の厳しい財政状況にかんがみまして、引き続いて本年４月より２３年３月までの給料月額及び期末手当について１００分の１０の減額を行おうとするものございます。   試算いたしました額につきましては、７号、８号合わせまして４７４万余りのカット額でございます。   それから、次の議案第１０号でございますけれども、京丹波町職員の管理職手当に関する条例の一部を改正する条例におきましても管理職手当の支給額を４月から２３年の３月まで１００分の１０の減額を引き続き行うものでございます。現状の職員で試算をいたしますと約１３６万円余りのカット額でございます。   次に、議案第１１号 京丹波町７０あけぼの基金条例を廃止する条理の制定についてでございます。   この基金は旧丹波町におきまして平成４年３月に設けた基金でございます。７０あけぼの基金という名称を用いておりまして、その設置目的が基金名だけでは読み取れないことと存じますが、少しその設置に至る経過等を申し上げさせていただきます。この基金は昭和６０
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年、当時の丹波町で同和問題の解決のために１０年間という期限目標、これが当時で言えば昭和７０年までという期間を定めてということになりますが、行政の最優先課題として町内の総力を挙げて同和地区の完全解放を主体に、あらゆる差別の根絶を図るため７０年解放総合計画というものが策定をされまして、差別根絶に向けたさまざまな諸施策が集中的に展開されたところでございます。   当時は地域改善対策特別措置法という時限立法ではありましたけれども、国の有利な補助制度や起債の措置を受けながら事業が展開されました。この７０年解放のもう一つの目的といたしましては、この特別な補助制度で区別しながら事業を展開するべきではない、同和地区の特別扱いも廃止し、可能な限り町内全域同様の一般事業として行うべきであるという精神もあわせ持った考え方のもとに進められたものでございます。   したがいまして、昭和７０年、平成に直しますと平成７年になるわけでございますけれども、このときが到来したときには国の特別制度があっても町内区別なく一般施策として事業を行っていく。そして、これは事実として実行されたところでございます。ただ、この１０年間ですべての事業が終えることができるのか。また、残った事業の財源をどう調達するのかということも含めまして、これらに対応するための財源として平成４年に基金が設けられた経過を持ちます。   積み立てられた額は１億円でございまして、ただ、先ほど申し上げましたように残事業などに取り崩しを行いまして、２０年度の決算での基金額は２，６２３万円余りとなっております。現在では、この７０年解放計画は終了しておりますことや、残事業という位置づけで事業を行っているものではなくて、京丹波町全体としてのまちづくりの中で区別なく事業を行っているものでございますので、本基金を廃止をさせていただいて、本町のまちづくり基金であります振興基金に積みかえまして、有効に活用するという考え方で提案をさせていただくものでございます。   以上、議案第６号から第１１号までの補足説明とさせていただきます。よろしくお願いを申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 野間教育次長。 ○教育次長（野間広和君） 議案第１２号 京丹波町学校施設の設置条例の一部を改正する条例につきまして補足説明をさせていただきます。   提案理由といたしましては、地番合筆による学校一表記の変更及び瑞穂地区の小学校統合による新校名を定めるための改正をお願いするものでございます。   １枚めくっていただきまして、新旧対照表にてご説明を申し上げます。 
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  下段から２行目、瑞穂中学校の位置につきまして、１７番地を６番地に改めるものです。   昭和３３年１０月２０日に当該地を桧山財産区より贈与を受けた際、段ノ垣内１７番地を含む２４筆を６番地に合筆されていましたが、学校代表番地の訂正が行われず現在に至っていましたので、改正をお願いするものです。   次に、第２条関係の表中、中段の桧山小学校、明俊小学校、三ノ宮小学校、質美小学校の名称を瑞穂小学校に改め、位置を京丹波町橋爪桧山１１８番地に改めるものです。このことにつきましては、瑞穂地域４小学校を平成２３年４月に統合することで現在、事務事業を進めているところでございますが、２月８日の第４回瑞穂地区統合小学校準備委員会におきまして、一般公募をしました校名１３１候補の中から、最初、準備委員が各自１候補を選定し７候補を選び、さらに２候補に絞り込み、慎重にご審議をいただき、最終的にみずみずしい稲穂という言葉の意味から、未来を担う若人が学ぶ場の名称にふさわしいとの理由により、統合小学校の名称が漢字の瑞穂小学校選定されました。   なお、第２条の瑞穂小学校の名称、位置の規定につきましては、平成２３年４月１日施行でお願いをするものです。   続きまして、議案第１３号 京丹波町公民館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明をさせていただきます。   提案理由としましては、町内に設置しています６公民館の利用について、さらなる住民の利用促進と施設の有効活用等を図るため改正をお願いするものです。   １ページをめくっていただき、新旧対照表にてご説明を申し上げます。   旧条例第３条において、開放の範囲として同条１号中、町内に事務所を有する社会教育団体及び公民館の目的達成に協力する団体並びに機関、同条２号において、「その他教育委員会が認めた団体及び機関と限定をされていたため、新第３条を公民館の利用とし、公民館は法第２０条に定める公民館の目的に反しない限りにおいて、一般の利用に供するものとする」に改め、第４条、使用の許可及び制限については第３条の改正に伴い、新第４条１号を「公の秩序、または善良な風俗を乱すおそれがあるとき」、２号を「この条例、または、これに基づく規則、条件、指示に違反するとき」、３号を「施設または附帯設備、その他器具備品等を棄損し、または滅失するおそれがあると認められたとき」、４号を「法第２３条の規定に抵触するとき」、５号を「前各号に規定するほか、教育委員会が特にその使用を不適当と認めるとき」に改め、広く一般の利用に対応した改正をお願いをするものです。   続きまして、議案第１４号 京丹波町放課後児童健全育成事業設置条例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明させていただきます。 
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  提案理由といたしましては、学童保育事業実施場所の移転に伴い、所要の改正をお願いするものです。   １ページめくっていただきまして、新旧対照表にてご説明を申し上げます。   和知地区で実施をしていますのびのび児童クラブ３組の実施場所を現行の旧関西電力株式会社和知営業所から和知小学校内に移転をすることから、位置につきまして宮ノ下３番地を安田７番地に改正をお願いするものです。   以上、ご審議いただき、原案にご賛同賜りますようによろしくお願い申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 久木産業振興課長。 ○産業振興課長（久木寿一君） 議案第１５号 京丹波町営農林業施設事業分担金徴収条例の一部を改正する条例の制定につきまして補足説明をさせていただきます。   本町は、鳥獣被害対策といたしまして被害防止施設の設置について、平成２１年度までは府単独の補助事業を活用しまして、施設を設置された営農組織等に対し補助金を交付する仕組みをとってまいりました。年々被害が急増し、全国的に深刻な問題となってきていることから、国におきましても鳥獣被害防止対策についての補助事業が設けられております。   本町といたしましては財源確保を確実なものといたしまして、効果的に事業が実施できるよう平成２２年度からは国庫補助事業も取り入れまして、従来からの補助金交付と並行しながら対策の強化を行うこととして、当初予算においても事業費の計上をお願いしているところでございます。国庫補助事業におきましては事業主体が市町村となりますことから、事業に伴う受益者の一部負担として分担金を徴収させていただこうとするものでございます。   議案の２枚目、新旧対照表をごらんください。   以上の理由から条例第２条に規定しております受益者分担金の対象となる農林施設事業という定義に鳥獣対策事業を追加するものでございます。   続きまして、議案第１６号 公の施設の指定管理者の指定につきまして補足説明をさせていただきます。   特産館「和」は農林産物の直売、食材としての利用など、この施設を拠点として、旧和知町の産業の活性化を推進することを目的として設置されたものでございます。施設の管理につきましては財団法人和知ふるさと振興センターに、平成１０年の開設当時から平成１９年度まで管理を委託してきました。平成１９年４月からは指定管理者制度を導入し、和知ふるさと振興センターに特例による指定管理者として管理をお世話になっているところでございます。   指定管理の期間が平成２２年３月３１日をもって終了することから「京丹波町公の施設の
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指定管理の指定の手続に関する条例第５条第１項第３号の規定、施設の目的、規模、機能等を考慮した結果、特定の団体に管理を行わせることが特に必要と認めるとき」という規定を適用いたしまして、引き続き特例により、和知ふるさと振興センターを指定管理者に指定することをお願いするものでございます。   和知ふるさと振興センターは旧和知町におきまして都市住民との交流、特産品の開発販売、観光事業の推進と農林水産業等地場産業の振興など幅広い活動を行っておりまして、豊かで活力ある農村社会の創造と住民福祉の向上を図ることを目的として、和知町をはじめ和知町農業協同組合、和知町森林組合が出資して、昭和６３年６月に設置された公益法人であります。   主な事業業務といたしましては、特産館「和」の管理運営のほか、中山間地域の農業の担い手として農作業受託事業、道路情報センター等の国土交通省の道の駅施設の管理、和知山野草の森の管理などでございます。   今回、公募を行わず、特例を適用する理由といたしましては、和知ふるさと振興センターのご努力により、特産館「和」は和知地域の特産物販売や野菜市など地元住民の利用はもちろん都市住民との交流拠点としまして、当初から町内外多くの人々から人気を博し、健全な経営状況を維持されております。平成２０年９月の京都縦貫自動車道京丹波町和知インターの供用開始後は、以前にも増して大勢の来店客でにぎわっているところでございます。   このような中で地元住民の収入の増、生きがいづくり、農林水産業を中心とした地域の振興発展、さらには雇用の確保に貢献していただいておりまして、特産館「和」に寄せる地域住民の期待は大きいものがあります。引き続き和知ふるさと振興センターに管理をお世話になることが最適であると判断させていただきました。   また、指定管理の期間を３年とさせていただいております。これは４年後に新公益法人法が適用され、新公益法人として現在の財団法人の再編を行う必要があることや社会情勢変化による影響などを勘案しまして、指定管理の区切りといたしましては３年後が適当であると判断させていただいたところでございます。   以上、議案第１５号及び第１６号の補足説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 ○議長（西山和樹君） 十倉土木建築課長。 ○土木建築課長（十倉隆英君） それでは、議案第１７号並びに１８号について補足説明をさせていただきます。なお、両議案につきましては関連いたしますので、議案第１８号の町道の路線廃止から説明をさせていただきます。 
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  まず、議案書の次の箇所図をご確認ください。   町道鳥谷線につきましては、質志地内の国道１７３号と町道質志戸津川線との中間の位置関係にありますが、国道や町道の改良並びに町道の災害復旧により一般交通の用に供する必要がなくなったと判断し、廃止をお願いするものでございます。   次の箇所図をご確認ください。   桧山大朴地内の町道桧山塩谷線と町道桧山小学校線につきましては桧山小学校を経由する町道であり、その一部が統合小学校の学校用地として計画されていますので、新たに路線認定を行う必要があるため、廃止についてお願いするものでございます。   次の箇所図をご確認ください。   和田地内の町道田中垣内線と次の箇所図にあります市場、大倉地内の町道家田野小屋線につきましては計画路線の全区間完成に伴い、新たに路線認定を行うため、廃止についてお願いするものでございます。   次に、議案第１７号の町道の路線認定について説明させていただきます。   議案書の次の箇所図をご確認ください。   町道豊田粟谷線につきましては中台地内の道路であり、現在、整備中の国道４７８号丹波綾部道路の工事用道路として拡幅される町道中台来光田線と府道桧山須知線を結ぶ路線であり、一般車両の通行の増加が予想されることから交通の流れに沿う必要があるため、新規認定をお願いするものでございます。   次の箇所図をご確認ください。   町道市森山ノ神線につきましては、市森地内の町道須知市森線と町道須知市森栃本線を連絡する道路であり、次の箇所図の町道市森笹田線につきましても町道須知市森線と町道須知市森桃根線を連絡する道路であり、工事完了後の台帳整備に伴い、今回認定をお願いするものでございます。   なお、町道市森山ノ神線につきましては、将来、丹波インターチェンジの拡張整備に伴い、国土交通省において改築工事が予定されているため、今回暫定的に認定をお願いするものでございます。   次の箇所図をご確認ください。   先ほど廃止についてお願いいたしました町道田中垣内線につきましては、国道９号から町道大朴橋爪線までの全区間完了に伴い、改めて認定をお願いするものでございます。   次の箇所図をご確認ください。   町道桧山塩谷線と町道桧山小学校線につきましても先ほど廃止についてお願いしましたと



 

－２９－ 

おり、終点箇所及び認定延長の変更が生じるため、新たに認定をお願いするものでございます。   最後の箇所図をご確認ください。   町道家田野小屋線につきましては、市場大倉地内において、国道２７号線とヒヨ谷地内を連絡する道路であり、工事完了後の台帳整備に伴い認定をお願いするものでございます。   以上、議案第１７号並びに１８号の説明とさせていただきます。よろしくお願い申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 谷総務課長。 ○総務課長（谷 俊明君） それでは、議案第１９号 京都府市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少及び京都府市町村職員退職手当組合規約の変更について補足説明を申し上げます。   本規約の変更につきましては、昨年設立をされました京都地方税機構の設立に伴いまして、城南市町村税滞納整理組合が解散をされたところでございます。したがいまして、地方自治法の規定により、この組合を規約から削ろうとするものでございます。   以上、まことに簡単ではございますが、議案第１９号の説明とさせていただきます。   次に、議案第２０号 平成２２年度京丹波町一般会計予算について補足説明を申し上げさせていただきたいと思います。   今回の一般会計の当初予算につきましては、総額を９６億６，９００万円と定めさせていただくものでございます。   少しページをめくっていただきまして、第１表については後ほど事項別明細書で説明をさせていただきます。   １０ページでございますが、第２表の地方債でございます。   それぞれの歳出事業の財源として発行させていただくもの、あるいは臨時財政対策債の発行をお願いしているものでございます。   総額につきましては１２ページの下段でございますが、１０億２，７５０万円の発行をお願いするものでございます。対前年度比４億５９０万円の減額となっております。   発行額のうち５億１，２８０万円は交付税の振替措置であります臨時財政対策債、また、これらに係りますすべての地方債の発行額の交付税の算入額でございますが、８億３，６１３万円を推計をいたしているところでございます。率にいたしまして８１．４％の算入率となるところでございます。   次に、さらにページをめくっていただきまして、事項別明細書の歳入の５ページ、町税で
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ございますが、まず、町民税の均等割でございますけれども、税率は３，０００円、納税義務者は７，１４３人を見込みましたのと、それから家屋敷分５００円をもとに推計をいたしまして、個人均等割については２，２２４万円余りの計上といたしております。   個人の所得割につきましては税率６％課税でございまして、まず、課税の基礎となります総所得の伸びでございますが、これまでの伸びの経過、あるいは現状の経済状況などを勘案いたしまして、前年度対比マイナス２．８％といたしまして課税標準額を推計いたしたところでございます。   またあわせまして、住宅ローン控除による減収７２３万円余りも加えたところでございます。この住宅ローン控除は平成２０年度から適用がなされたところでございますが、所得税で引き切れなかった控除分を町民税から控除するということになっております。   以上のような要素を含めまして、個人町民税の現年度分については１，７１８万円余り減額となる４億７，６７１万円余りの計上といたしております。   それから、その下の法人税でございますけれども、均等割につきましては３７２法人を見込んでの計上といたしております。   法人税割につきましては、２１年度の決算見込み額、それから地方財政計画の伸び率、昨年の秋以降の世界的な経済情勢の減速等を勘案いたしまして、決算見込みからはマイナス１５．８％した推計といたしております。額にいたしまして４，９９０万円の計上といたしたところでございます。   固定資産税につきましては土地価格の平成２２年度総評価見込み額をもとに推計したものでございまして、地価下落による減収を見込まざるを得ない状況でございます。   償却資産につきましては新たな設備投資は現状としては見込まず、２１年度の決算見込みから資産の原価率、これがマイナスの４．２％を算入して推計をいたしまして、固定資産税の現年度の総額につきましては８億７，４４８万円余りを計上いたしたところでございます。   次に、６ページの軽自動車税でございますけれども、課税台数が１万１，３０３台をもとに推計をいたしたものでございます。   その次の町たばこ税でございますが、２１年度の申告状況から推計いたします４０２万円余り減額の９，０３９万円を計上いたしております。   たばこ税率でございますけれども、１，０００本当たり３，２９８円となっております。   以下、中段の譲与税各種の交付金が続くわけでございますが、２１年度の決算見込み及び２２年度の京都府の試算値をもとに過大計上にならないよう検討の上、計上したものでございます。 
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  なお、６ページの中段の地方揮発油譲与税でございますが、道路特定財源の一般財源化に伴いまして名称が改められたことにより、７ページ上段の地方譲与税の費目を廃項として計上がえをいたしておるところでございます。   経済情勢を反映いたしまして残念なことではございますけれども、以下７ページから８ページにかけまして地方特例交付金を除いて、すべての費目で前年度に比べまして減額計上とならざるを得ない状況でございます。   ８ページの下段、地方交付税に関しましては、基準財政額の考え方でございますけれども、まずは２０年度から地方再生対策費というのが算入されております。   それから新たに雇用対策地域資源活用臨時特例費というものが算入をされるということになっておりますが、２１年度に地域雇用創出推進費という算入があったわけでございますが、この分がすべて算入がなくなったというような状況でございます。   さらに、例年どおり臨時財政対策債の借り入れに振りかえなければならないという状況が生じております。   ２２年度の当初予算には追加の財政事情に答える留保も必要であろうかということで少し留保いたしましたけれども、今回当初予算に計上させていただいたのは４３億円でございます。なお、特別交付税につきましても２１年度の４億５，０００万円減額の４億円の計上とさせていただいております。   次に、９ページ以降からの特定財源等の関係につきましては、それぞれ積算の根拠と説明欄に明示をさせていただいておりますので、省略をさせていただきたいと思います。   少し飛びますが、３５ページでございます。   これの基金の繰入金でございます。上段に先行取得用地対策基金繰入金を計上させていただいておりますが、本年度は５，９６１万８，０００円計上させていただいたところでございます。昨年度は１億６，２７９万５，０００円ということで保育所の建設用地のための基金の繰り入れをお願いしたところでございますが、今年度につきましては町長からも提案説明がございましたように、和知山野草の森の土地開発公社の用地の買い戻しに必要な財源として繰り入れをお願いしておるものでございます。   以上、まことに簡単ではございますが、歳入予算の説明とさせていただきまして、次に、歳出の説明とさせていただきます。   ４２ページから歳出予算を記載をさせていただいておりますが、ページをめくっていただきまして、まずは４８ページでございます。   この総務管理費の財産管理費の関係でございますが、ただいま歳入で申し上げました一番
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下段にございますように、土地取得特別会計繰出金事業ということで土地開発公社からの買い戻しに係ります予算の執行については土地取得特別会計で行いますことから、そちらの会計への繰出金を計上させていただいております。   それから４９ページの企画費の関係でございますが、前年度に比べまして６，５５２万円余りの大きな減額となっております。これにつきましては昨年度まで山陰線の京都園部間の複線化の補助金、前年度では６，７２２万円余りの計上があったわけでございますが、こういったものが皆減額になった要因でございます。なお、この事業項目の一番下にございます鉄道開通１００周年記念事業ということで実行委員会への助成３００万円を新たに盛り込んでおるところでございます。   次に、少しページを飛ばさせていただきますが、５３ページでございます。   ここの諸費でございますが、前年度対比６８８万円余りの増額とさせていただいております。   グリーンランドみずほの管理運営事業ということで、右の欄の工事請負費に６２８万円を計上させていただいております。グリーンランドの施設等の改修工事１９２万８，０００円につきましてはコテージの改修経費でございます。それから、新たにグラウンドゴルフ場を拡張するという部分での工事費に４９０万円を計上させていただいたところでございます。   次に、ページをめくっていただきまして５５ページの地域振興事業費でございますが、協働のまちづくり事業４９９万８，０００円を計上させていただいたところでございます。これにつきましても負担金補助及び交付金のところをごらんいただきたいと思いますが、住民自治組織まちづくり交付金ということで１４団体、これは１団体均等割２０万円、それから人口加算ということで１人当たり５０円を計算をさせていただいて、３６４万８，０００円の計上とさせていただいております。   それから、その下段の地域力向上事業補助金７０万円でございますが、これは１団体５万円を限度として１４団体分を計上させていただいたところでございます。   その下の財産管理費の関係でございますが、事業項目ホームページの運用管理事業３４９万６，０００円でございますが、この中に町のホームページのリニューアル、こういった経費を２９０万円含んでの計上とさせていただいております。   次に、少しページをめくっていただくわけでございますが、５９ページでございます。   徴税費の賦課徴収費でございます。対前年度２，２８１万９，０００円の増額となっておるところでございますが、新たに計上させていただいたのは委託料のところの最下段の標準宅地鑑定評価業務委託料、これは平成２４年の評価替えの準備経費として６５０万円を計上
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させていただいたものでございます。   それから、もう一つは６０ページでございますが、これの負担金補助及び交付金で一番下段、京都地方税機構負担金１，４７１万３，０００円の計上をさせていただいたものでございます。   以下６２ページの選挙費、６３ページ以下にもわたるわけでございますが、今年度執行されます参議院議員の通常選挙、京都府知事選挙の経費を新たに計上をさせていただいております。   それから６５ページの統計調査費でございますが、事業項目の最下段に国勢調査事業ということで、５年に一度の国勢調査の年になっておるところでございますので、これらに係る経費を主なものとして統計調査費には計上をさせていただいたものでございます。   それから、ページをめくっていただいて６７ページでございます。   社会福祉費の関係でございますが、事業項目、６７ページの上段、災害時等要援護者支援事業ということで３６７万５，０００円の新規の計上をさせていただいております。これも町長の提案説明にもございましたように災害時の要援護者、これの名簿のシステム化を図ろうとするものでございます。名簿につきましては、この２１年度中に一定整理ができるように行っているところでございます。   それから少しページが飛びますが、６９ページでございます。   障害者福祉費ということで、対前年度４，１２４万余りの増額となっております。特に、やはり伸びが大きいものといたしましては障害者自立支援事業の給付費の伸びによるところが大きく、ここの障害者自立支援事業だけをとってみましても３，８００万円余り前年度よりも増額して計上となったところでございます。   次に、７１ページからの老人福祉費でございます。   この老人福祉費につきましても対前年度５，５３２万円余りの増額となるところでございまして、７２ページにも出てまいりますけれども、この事業項目の最下段でございますが、昨年１０月からの老人保健福祉施設サービス勘定の繰出金ということで、新たに繰り出しを新規計上させていただいております。介護保険特別会計への繰り出しでございまして、老人保健施設の運営に充てるものでございます。   それから、ページをめくっていただきまして、７４ページの児童福祉総務費の関係でございます。   ここの事業項目に２段、一つは子ども手当支給事業ということで２億３，７８４万円余り。それから児童手当支給事業が１，７１０万円を計上させていただいております。２２年の４
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月から子ども手当の支給事業が開始されるわけでございますが、従来の児童手当、これが支給月が６月と１０月と２月ということになっておりまして、この２月の支給分につきましては１０月、１１月、１２月、１月分の支給が２月に支給されたということで、本年の３月、４月分がまだ支給がなされておりません。これは従来どおり６月の支給月に２月、３月分を支給する必要がございますことから、児童手当の支給事業については２月、３月分の計上をさせていただいたのとそれから、子ども手当支給の関係につきましても同様の考え方でございまして、来年度の２月、３月分については２３年度の６月支給ということになりますので、今回予算に計上させていただいた分については子ども手当の支給分が１０カ月分、それから児童手当の支給分が２カ月分という計上とさせていただいております。ご案内のとおり、子ども手当については中学校終了までの子供の保護者に対して、子供１人当たり１万３，０００円の支給となっているところでございます。   次に、ページをめくっていただいて７７ページの保育所費の関係でございますが、２２年度は３億１，６１７万２，０００円の予算を計上させていただいたところでございます。３保育所１分園、入所児童の見込みが２９７人となっておりまして、これらに係る所要の経費を計上させていただいたところでございますが、新たに耐震診断の業務委託として３５０万円を盛り込んだ予算として計上させていただいております。   次に、少し飛びますが８２ページ、保健衛生費の保健事業費でございます。   保健事業費では、対前年度比較５５５万９，０００円余りの増額とさせていただいておりますが、事業項目の最下段のその他健康診査事業、これは住民基本健診でございますとか各種のがん検診、あるいは肝炎ウイルス等の検査、こういったものを計上させていただいておりますが、２２年度は新たに女性特有のがん検診２５０万円、これを追加をいたしておりまして、こういったものの要因によっての対前年度比較増額となるところでございます。   次に、８４ページでございますが、この予防費につきましては前年度から発生をいたしております新型インフルエンザの対策事業、主に予防接種の関係でございますが、引き続き予算措置を４９０万円講じることといたしております。   それから８５ページの事業項目、新エネルギー導入促進事業の関係でございますが、１０２万円を計上いたしたところでございます。これにつきましては太陽光発電の関係でございますが、１キロワット当たり３万円の補助金ということで、通常一般家屋に設置されるのは３．４キロワットということのようでございますので３万円掛ける３．４キロワット、これは１０万２，０００円になるわけでございますが、これの１０戸分を計上させていただいたものでございます。なお、助成の上限については５キロワット、１５万円といたしておると
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ころでございます。   その下の診療所費の対前年度６，７００万円余りの減額の関係でございますが、これにつきましては老人保健施設に１０月から区分分けをいたしておりますので、その関係の減額が主なものでございますし、また、医師確保の奨学金事業ということで月額１５万円の１年分１８０万円を新規計上させていただいたところでございます。   次に、ページをめくっていただきまして、８８ページから８９ページにかけての労働費の労働諸費の関係でございます。   緊急経済生活支援対策事業２，４００万円を計上いたしております。これにつきましては環境パトロール、あるいは観光情報の一元化を行う事業など、１１事業に２６人の雇用の創出を図ることとして計上をさせていただいております。   次に、少しページが飛びますが、９２ページでございます。   農業費の農業振興費の関係でございますが、３，５２５万円余り対前年度増額となったところでございます。これも町長からの提案説明もございましたように、９３ページの上段、事業項目、有害鳥獣対策事業、国の補助事業を導入して積極的に対応していくということで、対前年度より１，５５０万円余り増額の２，７７０万円の計上とさせていただいております。   それから、事業項目一番最下段に命の里事業３９１万９，０００円の計上でございますけれども、この事業につきましては、過疎化とか高齢化が進む農村集落を対象にいたしまして、里力再生計画というものをお立ていただく。あるいは、そういった計画に基づく実践活動を支援するというような里力再生事業、これはソフト事業でございますが、これに１００万円組ましていただきましたのと、それから生産基盤の整備や農業機械の導入助成を図るものに２９１万円を計上させていただいたものでございます。この里力再生事業ソフト事業の関係については和知地内の２地域を予定をいたしておるところでございます。   それから少しページが飛びますが、９５ページの農地費、９６ページにかけてでございますが、この農地費では対前年度５，７３４万余りの減額となったところでございます。これにつきましては現在、２１年度予算で執行いたしております知野辺の天満宮池の事業が計上がなくなったということでの減額が主なものでございますが、事業項目３段目の南丹区域農用地総合整備事業５，５２４万４，０００円の計上とさせていただいております。これは全体事業費が１４７億円でございまして、これの本町の負担率３．６７％をベースに計上させていただいたものでございます。   それから、一つ飛ばして農地保全事業１，００９万３，０００円でございますが、主に２３集落の用・排水路や農道の整備を計上させていただいております。 
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  それから少し飛びますが、１００ページでございます。   農業費の農村情報整備事業費でございますが、ケーブルテレビの拡張整備事業の予算を計上させていただいております。２１年度の事業に予算計上させていただいたものに比べまして３億３，４００万円余りの減額計上ということで、これが主に本年度の一般会計予算の大きな減額の一つの要因になろうかというふうに思っております。   それから１０３ページでございます。   林業費の林業振興費でございます。ここの事業項目上段から３段目、有害鳥獣捕獲事業の関係でございますが、２，８９１万６，０００円の計上となっております。この部分についてはシカの駆除の１頭当たりの報償単価でございますが、２１年度まで１頭当たり１万５，０００円といたしておりましたのを２万円に引き上げるもの。それから、従来、わなの免許に支援をしてまいりましたけれども、２２年度からは銃器の免許取得に１０万円の助成を行う、こういった措置も盛り込んでの予算計上とさせていただいております。それから事業項目最下段でございますが、森林管理道の開設事業３，７２０万円でございます。和知林道峰線、延長が２８６メートルの開設事業費を計上したものでございます。この林道につきましては２２年度をもって完了の予定となっております。   次に、少し飛ばしていただきまして１０８ページでございます。   １０８ページの商工費観光費、事業項目最下段でございますが、先ほど議案の説明もございましたように、特産館「和」の管理運営事業でございます。２１年度までは指定管理料８００万円でございましたけれども、３００万減額の５００万円で指定をするというものでございます。   次に、１１２ページでございます。   道路橋梁費の道路維持費の関係でございますが、道路橋梁維持管理事業として２，３２８万５，０００円を計上させていただいております。町内の２０カ所の道路修繕を主なものとして計上させていただいたものでございます。それから事業項目最下段、長寿命化修繕計画策定事業でございますが、これは橋梁の点検、３０橋梁についての調査点検として５２０万円の計上をさせていただいたものでございます。   次に、１１３ページからの道路新設改良事業でございますが、１億９，３００万円余りの計上とさせていただいております。   １１４ページの工事請負費のところでございますが、道路改良工事には９路線、１億２，７６３万円の計上でございますし、土地の購入費、これが５路線、２，６９０万、それから物件等の補償費が６路線、１，１８０万円の計上とさせていただいております。 
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  それから河川費の河川改良費、河川改良事業の４，３１３万９，０００円でございますが、これにつきましては工事請負費の欄１，９９０万円、河川改良工事でございますが、継続的にやってまいりました大倉谷川１５０メートル分の改良事業費を計上させていただいております。この河川改良につきましても２２年度で完了予定でございます。   それから１１５ページの水資源開発対策費、ダム関連対策事業２，６９６万円の関係でございますが、これの工事請負費４８０万円につきましてはダム関連対策工事ということで、直下流対策として防災広場の整備を計上させていただいております。それから負担金補助及び交付金の２，０００万円でございますが、ダム関連対策事業の負担金は町道の２３５号のつけかえ町道に係る工事負担として１，１４０万円でございます。   それからページをめくっていただきまして１１６ページの都市公園費の関係でございます。   都市公園の整備事業ということで５，８２０万円計上させていただいております。須知地区において進めておるところでございますが、２２年度は主に舗装工事、植栽工事費等を計上させていただいたものでございます。   それから、１１７ページの住宅費の住宅管理費の関係でございます。   まず、事業項目上段、町営住宅の維持管理事業でございますが１，７１７万円、これにつきましては進めておりますケーブルテレビ、これの住宅への引き込み工事費といたしまして７３０万円を新規に盛り込んでの計上とさせていただいております。それから木造住宅の耐震診断事業、これが１０戸分、木造耐震改修事業については２戸分を計上させていただいたものでございます。   次に、消防費でございます。１１８ページでございます。   これの常備消防費の広域消防組合の負担金でございますが、説明欄にもございますように特別分１８１万５，０００円を計上させていただいております。これにつきましては子ども手当創設に伴う特別分の構成団体からの負担ということでございます。なお、非常備消防費の関係につきましては消防操法訓練大会が本年度開催されますので、それの経費が４８１万５，０００円新たに増額となりますほか、消防詰所につきましてもケーブルテレビの宅内工事費、これに２１０万円を計上いたしたところでございます。   次のページでございますが、１２０ページから１２１ページの消防施設費の関係でございます。   防火水槽の設置事業については５基分の計上とさせていただいております。それから消防車両の更新につきましては、ポンプ車１台、小型動力ポンプつき積載車３台の更新として計上させていただいております。 
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  次に、少しページをめくっていただくわけでございますが、１２６ページでございます。   教育費の小学校費の学校管理費の関係でございますが、小学校統合準備事業ということで事業項目２段目、１，２２０万円余りを計上させていただいております。この経費の内訳につきましては閉校記念誌に３８８万円余り、それから机あるいは、いす等の備品の購入に３４６万円、それから敷地内建物の撤去に２１０万円などの計上でございます。   それから１２８ページでございますが、これとは別に工事請負費として１，１７１万５，０００円計上させていただいておりますが、小学校の設備改修工事に８６１万５，０００円計上がございます。これにつきましては桧山小と竹野小のプール改修、これに５９５万円、それから和知小のアスレチックの改修に１４９万円、それから、ひかり小学校の調整池の改修に１１６万円余りの合わせました改修工事事業費として計上をさせていただいております。   次の１２９ページの教育振興費の関係につきましては、教育の振興のための児童の扶助事業、あるいは学校評価システム事業、小学校学習支援教員等の配置事業を主なものとして計上をさせていただいております。   次に、１３０ページからの中学校費の関係でございます。   これもページをめくっていただいて、１３２ページに出てまいります工事請負費、中学校設備改修工事について少し内訳を申し上げておきますと、蒲生野中学校の消火栓の配管でございますとか校舎の天井の改修に２０７万円、それから瑞穂中学校の駐輪場の屋根、それから電気配線の改修に９０万、それから和知中の校門フェンス、それから防鳥施設、これに１８９万円の計上とさせていただいておるものでございます。なお、小学校と同様に教育振興費につきましては、生徒の扶助あるいは語学指導、外国青年招致事業、学習支援教員等の配置、学校評価システム等の予算を主なものとして計上をさせていただいております。   少しページをめくっていただくわけでございますが、１３８ページの社会教育費の社会教育総務費、１３９ページの事業項目最下段に学校支援地域本部事業９７万７，０００円を計上いたしておりますが、これにつきましては地域住民による学校教育活動を支援する取り組み、こういったことに予算措置をさせていただいたものでございます。   それから１４０ページでございますが、公民館費でございます。   公民館管理運営事業といたしまして１４１ページの工事請負費にも出てまいりますが、空調設備の改修工事４２４万円を計上させていただいております。これにつきましては中央公民館の空調設備の改修経費でございます。   以下、文化財保護費、それから保健体育費、学校給食費など経常的に必要な経費を見積もり、計上させていただいたものでございます。 
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  １４６ページの災害復旧費につきましては、それぞれの突発的な災害に備えるための計上とさせていただいております。   最後に１４７ページの公債費の関係でございますが、総額で２億３，０２１万円余り前年度よりも減額の１８億１，０１７万１，０００円とさせていただいております。前年度繰上償還ということで元金の繰上償還に係る分を１億７，０００万計上させていただいておりましたが、今回は通常償還のみということでございます。しかしながら、１億７，０００万を引いたといたしましても５，０００万余りは減額になっておるというような状況でございますので、一定繰上償還等を行ってきた効果があらわれてきておるのではないかというふうに思っているところでございます。   以上、まことに飛ばし飛ばしの説明で恐縮ではございますが、一般会計補正予算の説明とさせていただきます。なお、予算の附属資料ということで事業ごとのまとめました資料も今回配付をさせていただきますので、ごらんをいただきまして、よろしくお願いを申し上げたいと思います。 ○議長（西山和樹君） 暫時休憩といたします。午後の開始は１時２０分からといたします。 休憩 午前 １１時５０分 再開 午後  １時２０分 ○議長（西山和樹君） 休憩前に引き続き会議を開きます。   伴田住民長。 ○住民課長（伴田邦雄君） それでは、議案第２１号 平成２２年度京丹波町国民健康保険事業特別会計予算の事業勘定分について補足説明を申し上げます。   本会計の予算総額につきましては、対前年比２．８％減となる１８億３，８３２万６，０００円とすることをお願いするものでございます。   まず、予算編成の前提でございますが、提案理由の説明にもございましたように、２２年度の国保税率につきましては昨今の大変厳しい経済情勢に配慮いたしまして、２１年度と同率に据え置くこととして予算計上をいたしております。なお、被保険者数につきましては５，１２６人で算定しております。   また、２点目といたしまして、本年度につきましては平成２０年度から開始されました高齢者医療制度の精算が行われ、この精算分につきまして本町におきましてはプラスに働くということになっております。なお、２２年度の税制改正といたしまして中間所得者層及び低所得者の負担緩和ということで、課税限度額の４万円の引き上げ及び非自発的失業者の保険税軽減が予定されておりますので、これにつきましても予算に反映をさせていただいたとこ
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ろでございます。   なお、この非自発的失業者の保険税の軽減でございますが、リストラ等によります失業者、つまり、非自発的な失業者におきまして国民健康保険の被保険者となられた場合に、在職中と比較して保険税の負担が過重とならないように、平成２２年度から保険税の軽減策を講じることとされているものでございまして、失業時から翌年度末までの間、前年所得の給与所得を１００分の３０ということで算定することになっておるものでございます。   それでは、詳細につきましては事項別明細書によりご説明を申し上げます。   ７枚めくっていただきまして、４ページの歳入をお願いをいたします。   まず、第１款、国民健康保険税でございますが、一般被保険者分といたしましては前年度比１，８６７万６，０００円減の３億７，７５１万９，０００円としております。２１年度当初予算との比較で大きく減少しておりますのは、主に２１年度の本算定時の基準総所得や固定資産税額をもとに算定をいたしたためでございます。なお、退職分といたしましては前年度比８０万円の増としております。   次に、５ページ下段の第３款、国庫支出金の療養給付費等負担金と次のページでございますけれども、高額医療費共同事業負担金につきましては歳出に計上いたしました療養給付費等をもとに対象額を算出し、それぞれ計上しておりますが、特に療養給付費等負担金につきましては対象となる保険給付費の増を見込む一方で、後期高齢者支援金でありますとか介護納付金の減額、また、前期高齢者交付金等の特定財源の増加によりまして、結果として１，８８３万８，０００円の減額ということになっております。   次の特定健診等負担金につきましては、特定健診・特定保健指導に係る国の負担金単価に健診や保健指導の見込み数を乗じて計上しておりますが、本年度におきましては集団健診の助成単価が見直しをされまして、１０１万５，０００円の増額ということになっております。   次の国庫補助金の普通調整交付金につきましては市町村の財政の不均衡の是正措置といたしまして、医療給付費等必要額から国・府等の交付金でありますとか給付に見合った標準的な保険税額、これは調整対象収入額と申しますが、これを差し引いて算出をしております。   特別調整交付金につきましては、特別の財政事業に係る交付金ということで説明欄に掲げております経費分を見込んでおりますが、２１年度におきましては京丹波町病院において統合系医療情報システム、いわゆる電子カルテ等の整備が行われまして、それに多額の事業費を計上しておりました関係で、財政調整交付金全体で５，３２０万１，０００円の減額となっております。なお、この特別調整交付金の説明欄の真ん中ほどに特別事業分ということで（非自発的離職者に係る国民健康保険税の軽減）ということで８万５，０００円を記載して
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おりますが、冒頭申し上げました非自発的離職者に対する減額分に対する交付ということで調整交付金の措置がなされております。   次に、８ページでございますが、介護従事者処遇改善臨時特例交付金と出産育児一時金補助金につきましては、２１年度につきましては、いずれも補正予算で計上した科目でありますことから、それぞれ皆増ということになっております。なお、介護従事者処遇改善臨時特例交付金につきましては、２１年度の介護報酬改定におきましてプラス３％の増額改定が行われたことによる交付金でございますし、出産育児一時金につきましては２１年１０月以降、緊急の少子化対策として３８万円から４２万円に４万円増額となりましたが、その２分の１の２万円が国庫補助金ということで交付されるものでございます。   次の第４款、療養給付費交付金につきましては、退職者医療分につきまして被扶養者保険の拠出金を社会保険診療報酬支払基金から受け入れるというものでございますが、２１年度当初に見込んでいたほどの保険給付費の減少がなかったということなどから３，９２３万円の増額となっております。   次の第５款、前期高齢者交付金につきましては６５歳から７４歳の前期高齢者につきましての医療保険者間の財政調整ということで、被扶養者保険の拠出金を受け入れるものでございますが、２２年度の概算分として４億９，５６７万１，０００円と冒頭申し上げました精算分として３８０万１，０００円を見込みまして、２１年度比２，５５５万６，０００円の増ということにしております。   次に、９ページの第６款、府支出金の高額医療費共同事業負担金と特定健診等負担金につきましては国庫支出金と同額を計上しております。   次の府補助金の財政調整交付金につきましては国庫補助金と同様、対象費用の保険給付費の増加を見込む一方、前期高齢者交付金等の特定財源の増加によりまして減額となっております。   １０ページでございますが、第７款の国保連合会から交付される共同事業交付金の１目、高額共同事業交付金につきましては１件８０万円を超える医療費分について、次の保険財政共同安定化事業交付につきましては１件３０万円から８０万円までを対象に一定額について、それぞれ市町村から持ち寄った拠出金から交付を受けるというものでございますが、事業主体である国保連合会から示された見込み額を計上しておりまして、それぞれ２２年度におきましては減額ということになっております。   第９款の繰入金につきましては一般会計からの繰入金として各節等、総務省通達に基づく繰り出し基準等により計上しておりまして、特に一番上の保険基盤安定繰入金でございます
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が、これは一般被保険者に係る分のみでございますけれども、低所得者の７割、５割、２割の軽減に係る保険税軽減分と保険者支援金分ということで、これが大部分ということになっております。   １１ページの国保運営基金の繰入金につきましては国保税率の据え置きに伴いまして、２１年度とほぼ同じ水準の７，６４４万４，０００円を計上しております。   最後に１２ページでございますけれども、一番下の雑入でございますが、４９６万４，０００円の減額となっておりますのは、２１年度におきましては老人保健医療費拠出金の精査による返還金があったわけでございますが、２２年度におきましては追加拠出が必要となっておるということでございます。   次に、歳出でございますけれども、１３ページの第１款、総務費の一般管理費につきましては保健師の人件費やレセプト点検の嘱託職員賃金、その他事務費を計上しております。２２年度につきましては被保険者証の更新年度であるということから印刷費や通信運搬費が増額となっておるところでございます。   次に、１４ページでございますが、一番上の備品購入費でございますけれども、２１年度の予算にも計上しておったものでございますが、国保連合会のシステム更新の都合によりまして２２年度に延期となったということでございまして、パソコン２台分の費用を計上しております。それからまた次の国保連合会負担金におきましても国保連合会のレセプトオンライン化に係る機器更改の分担金といたしまして１２７万円を計上しておりますが、これにつきましては全額が国の特別調整交付金で措置されるということになっております。   次の賦課徴収費につきましては主に郵送料でございますが、公用車の車検費用の減でありますとか事業費の精査によりまして７１万円の減額としております。   次に、１６ページをお願いいたします。   第２款、保険給付費の療養諸費でございますが、まず、療養給付費につきましては２１年度の１人当たり医療費の見込み額に３％の伸びを見て推計しておりまして、一般で１、４００万円、退職で２，４００万円の増としております。療養費につきましては医療費の一定率で推計をし、算定をしておりますが、こちらはそれぞれ減額ということになっております。   次の高額療養費につきましては、いずれも直近の支給額から推計をしておりまして、一般、退職とも増額となっておりますが、高額介護合算療養費というものにつきましては２１年度の支給見込み額を参考に、それぞれ１０万円を計上したというところでございます。   次に、１８ページでございますが、出産育児一時金等につきましては１件４２万円の２０件分で計上しておりますのと、葬祭費につきましては１件５万円の４０件分としております。 
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  それから一番下ですが、精神・結核医療付加金につきましては精神障害及び結核医療につきましての自己負担分を給付するというものでございまして、２１年度の支給見込み、これは精神分のみでございますけれども、これから推定して計上しております。   １９ページの第３款、後期高齢者支援金につきましては現役世代から後期高齢者医療制度への支援金ということで、各医療保険者が４割分を拠出するというものでございますが、冒頭申し上げましたとおり２０年度の精算額が差し引かれまして、また、２２年度の概算額自体も減少しておりますことから、合計で３、１５０万２，０００円の減額となっております。   次に、一つ飛びまして第４款でございますが、前期高齢者納付金でございますが、これは歳入で前期高齢者交付金をご説明申し上げましたが、この前期高齢者交付金の原資となる納付金には上限が設けられておりまして、上限を上回る部分につきましては国保を含めた各保険者が負担し合うということになっておりまして、その金額を計上しております。   次に、２０ページでございますが、中段の第５款、老人保健拠出金につきましては２０年度の精算分のみということになっておりますが、２２年度は追加負担が必要で、７７４万６、０００円を計上しております。   ２１ページの介護納付金につきましては、厚生労働省が示す算出方法によりまして所要額を見込んでおりますが、これも精算分によって減額となっております。   第７款の共同事業拠出金につきましては、高額医療費の共同事業に対する拠出金につきまして国保連合会より示された見込み額をそれぞれ計上しております。   ２２ページでございますが、中段の第８款、保健事業費のうち特定健康診査等事業費におきましては、４０歳から７４歳までの国保被保険者に対する健診等の費用を一般会計に繰り出しまして、集団健診の方法で行うこととしております。なお、受診見込み者数につきましては、対象者３、６４２人に対しまして５０％の１，８２２人を目標としております。   次の疾病予防費では無受診世帯への記念品や医療費通知費用でありますとか人間ドック助成金を上げておりますが、この人間ドック助成金につきましては一泊のドックを５人、半日ドックを２００人ということで見込んでおります。   また、次のページになりますが、健康増進事業として３６８万９，０００円を計上しておりまして、これは一般会計で実施しているがん検診等につきまして国保被保険者分の費用を国保の保健事業に位置づけるということで、府の交付金対象にするというものでございます。   次の健康管理センター事業費では全体で８４万１，０００円の増加となっておりまして、受電設備の修繕費でありますとかケーブルテレビの宅内工事費用が増加の要因となっております。 
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  ちょっと飛ばしまして２５ページでございますが、下側の償還金及び還付加算金の中ほどの５００万円の償還金でございますけれども、国庫負担金である療養給付費負担金の返還を見込んでおるということでございます。   最後に２６ページでございますが、中段にございます繰出金でございますが、歳入の特別調整交付金において措置される和知診療所等への繰出金を計上させていただいておるということでございます。   以上、専門的な言葉が多くて、わかりづらい点があると思うんですが、申しわけございませんが、よろしくお願いを申し上げたいと思います。 ○議長（西山和樹君） 下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） 続きまして、私の方から診療所勘定、施設勘定の説明を申し上げたいと思います。   最初に、和知診療所勘定についてでございます。   和知診療所の状況につきましては昨年４月から診療体制を見直すとともに、病床を介護療養型老人保健施設に転換したところでございます。２２年度につきましては現体制を継続することとし、予算の前提といたしましては、今年度の状況から外来患者数を１日平均６８人、平均診療単価を１万円と見込んで算出したところでございます。また、施設の維持管理経費につきましては、診療所に併設いたします介護療養型老人保健施設の介護特別会計老人施設サービス勘定と案分することとしております。   それでは診療所会計、歳入歳出予算の総額を２億３，３７０万円とし、病床の転換に伴いまして、前年度と比べまして１億３，０４９万７，０００円の減となっております。   まず最初に、歳入の方から説明を申し上げます。事項別明細書の３ページをお願いいたします。   歳入につきましては、１款、診療報酬でございますが、既に病床を廃止しておりますけれども、過年度分の未収金で入院一部負担金に関して分納の誓約をいただき納付していただいております分、過年度分で１万８，０００円のみを計上いたしております。   ２項の外来収入といたしましては、国保・社保・後期高齢者診療報酬一部負担金、その他の診療報酬を合わせまして１億８，３６７万円、前年度に比べまして６２９万円の減となりますけれども、それぞれの保険区分ごとに２１年度の状況をもとに算出いたしております。   外来収入のその他診療報酬には健診や予防接種等に係るものを含め、１，１９７万３，０００円を計上いたしております。   ２款の使用料及び手数料では、主に在宅医療に係ります交通費と診断書、意見書等の文書
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料を計上し、全体で１２３万５，０００円といたしております。   ３款の繰入金では、一般会計繰入金４，１９８万６，０００円、前年度より５，８９８万円の減となっておりますが、病床の老健転換に伴いまして診療所勘定ではなく、介護保険特別会計の老人保健施設サービス勘定で繰り入れを受けることとなっております。ここでは診療報酬等の見込みにより一般会計からの繰り入れによりまして収支の均衡を図る形となっております。   事業勘定の繰入金６４７万円につきましては、先ほど事業勘定でも説明がございましたが、国保特別調整交付金の僻地診療所運営費としての補助を計上いたしております。   ５款の諸収入では、前年度に比較しまして４４９万５，０００円の減額となっております。主な減額の理由といたしましては、昨年度当初予算では医師の研修日を確保した際に代替医師の費用に係る助成金２８８万円を計上しておりましたが、２１年度から研修日が確保できなくなり補正で減額いたしましたことや給食関係の個人負担分、また、テレビカードなどの分につきましては老健施設サービス勘定になりましたことが主な理由でございます。   次に、歳出でございます。   総務費では、施設の維持管理費用と臨時職員の賃金を主なものといたします一般管理事業で３，９１８万円、職員の人件費として９，０８３万７，０００円が主なものでございます。従来の病棟勤務の看護師と看護助手の人件費が老人保健施設サービス勘定になりましたことから、前年度に比べまして一般管理費全体で８，１１３万２，０００円の減額となっております。賃金につきましては臨時雇用賃金において非常勤医師の賃金１，５８４万円を主なものといたしまして、臨時職員分を計上いたしております。また、今年度新たに委託料で窓口医事業務の委託に向けて維持業務委託料を計上いたしております。   次に、８ページの医業費ですけれども、前年度の支出見込み額により算出したところですが、主に病棟に係る経費につきましては老健サービス勘定に組みかえをしておりますので、医業費全体で２，２３５万８，０００円の減額となっております。医療用機械器具費では、主に委託料及び使用料におきましてＣＴや内視鏡ビデオなど医療機器のリース料、保守料を計上いたしております。医療用消耗機材費では、診療材料費、使用料・賃借料では医療用酸素の借上料を主なものといたしております。また、医薬品衛生材料費では、医薬材料費、薬の購入に係る費用として９，０００万円、検査委託料として４２０万円を計上いたしました。給食費につきましては老人保健サービス勘定に移行いたしましたので廃目となっております。   続きまして、歯科診療所勘定の説明に移らせていただきます。仕切りの紙がございますのでお願いいたします。 



 

－４６－ 

  歯科診療所の状況といたしましては今年度の状況から外来１日平均３０人、平均診療単価を７，２００円と見込んで予算を組ませていただきました。歳入歳出予算の総額といたしましては７，０９０万円として、お願いするものでございます。   歳入の事項別明細書３ページをお願いいたします。   １款、診療収入では外来収入といたしまして、それぞれの保険区分ごとに診療単価と患者見込み数から５，７６９万円として計上いたしております。   ２款の繰入金では、一般会計繰入金９９１万６，０００円、事業勘定繰入金２６９万３，０００円とし、国保特別調整交付金の僻地診療所運営費１７０万円と歯科用デジタルレントゲンの画像表示用端末更新に係ります補助金９９万３，０００円を見込んでおります。   ４ページの４款、諸収入では、前年度に比べまして１３０万円の減額となっておりますが、これは２２年度から臨床研修医の受け入れをやめることから、それに係ります補助金がなくなりますことが主な理由でございます。   次に、５ページの歳出につきまして、５ページ、総務費の一般管理費では、施設管理に伴います一般管理事業と職員、嘱託職員の人件費を主なものとしております。２２年度からは臨床研修医の受け入れをせず、常勤医師２名体制での診療となっております。   次に、７ページの医業費です。   医業費では、医療用機械器具費におきまして修繕料と備品購入費で３６４万４，０００円、歯科用デジタルレントゲンの画像表示用端末の更新を予定いたしております。医療用消耗機材費では診療材料に係る消耗品費４３２万円、医療用衛生材料費では医薬品の購入代７２万円と歯科技工委託料５４０万円を主なものといたしております。   以上、大変簡単ですが、施設勘定の説明とさせていただきます。ご審議の上、ご議決いただきますようよろしくお願いいたします。 ○議長（西山和樹君） 伴田住民長。 ○住民課長（伴田邦雄君） それでは続きまして、議案第２２号 平成２２年度京丹波町老人保健特別会計予算についてご説明を申し上げます。   本会計につきましては２０年度から後期高齢者医療制度が開始されたことによりまして、平成２０年３月診療分までの月おくれ請求分など、以前の老健制度での清算を処理するという会計でございまして、本年度で最終年度となる会計でございます。今回、２２年度の予算におきましては、この費用といたしまして総額９３３万８，０００円を計上させていただいております。内容につきましては事項別明細書によりご説明を申し上げたいと思います。   ４枚おめくりいただきまして、３ページの歳入をお願いいたします。 



 

－４７－ 

  それぞれ歳出で見込む医療諸費に基づいて計上をいたしておるところでございますが、まず、医療費交付金につきましては各医療保険者の拠出金から交付されるものでございますが、公費負担の残りを支払基金から交付いただくということになるものでございまして、４３１万１，０００円を計上しております。   第２款の国庫支出金につきましては翌年度に精算交付すると、そういう方法がとられております関係で現年度分はございませんで、過年度分といたしまして２１年度の精算分として１８６万５，０００円を計上しておるところでございます。   第３款の府支出金につきましては府の負担分でございます１２分の１の７１万９，０００円。   次のページの第４款でございますが、一般会計繰入金につきましては同じく１２分の１の町の負担分と先ほど申しました国の翌年度精算分、それからさらに残りの収支バランス分といたしまして２３３万５，０００円を計上させていただいております。   次に、１枚めくっていただきまして歳出でございますが、第１款、医療諸費でございますけれども、月おくれ請求というのは年々、年を追うごとに減少していくわけでございますが、まれに高額な請求が発生するという場合もございます関係で、２１年度の給付実績並みに算定をしておりまして、８５０万円を計上しておるところでございます。また、医療費支給費につきましては一月当たり１万円ということで１２万円としております。   以上、まことに簡単でございますが、説明とさせていただきます。   続きまして、議案第２３号をお願いしたいと思います。   議案第２３号 平成２２年度京丹波町後期高齢者医療特別会計予算でございます。   ご承知のとおり、後期高齢者医療制度につきましては政権交代に伴いまして廃止が決定しておるということでございますが、平成２５年４月には新しい高齢者医療制度が施行されるということでございますけれども、少なくともそれまでの間は本会計も存続するということでございまして、２２年度予算におきましても広域連合の保険料算定等に基づきまして、総額１億８，５８１万２，０００円を計上させていただいております。   概要といたしましては高齢者の医療の確保に関する法律の規定によりまして、後期高齢者に係る保険料と保険料の軽減に係ります保険基盤安定繰入金というものを徴収、もしくは受け入れをいたしまして、これを広域連合に納めるとそういう収支でございます。なお、本年度から新たに国の特別調整交付金の措置を受けまして、後期高齢者に係る人間ドックの助成事業を行うこととしたところでございます。   細部につきましては、事項別明細書によりご説明を申し上げます。 



 

－４８－ 

  ４枚めくっていただきまして、３ページの歳入をお願いいたします。   まず、後期高齢者医療保険料でございますが、現年度分につきましては広域連合の保険料算定に基づきまして１億２，３２３万４，０００円を計上しておりまして、うち特別徴収分、天引きでございますけれども９，８５８万８，０００円、普通徴収分を２，４６４万６，０００円としております。２１年度と比較して予算額が減少しておりますのは、２１年度の当初予算におきましては９割軽減等の特別対策分が盛り込まれていなかったということなどによるものでございます。   なお、保険料率につきましては２年ごとに改定が行われます関係で、また、本町におきましては不均一保険料というものがございまして、それの段階的な見直しが行われました関係で、所得割率で０．７１％増の７．９４％、均等割で１，２９０円増の４万６１０円ということになる予定でございますが、本町の平均的な年金収入であります１２０万円の方で当てはめますと、この方につきましては８．５割軽減というそういう軽減がかかるわけでございますが、年間では１９３円の上昇ということにとどまるということでございます。なお、滞納繰り越し分といたしましては１０万円を計上しておるというところでございます。   次に、第３款の一般会計繰入金につきましては、事務費分といたしまして３１８万７，０００円、低所得者に対する保険料軽減に係る基盤安定繰入金５，６３０万円を計上しておるところでございます。   次に、４ページでございますが、一番下の雑入でございますけれども、先ほど申しましたが、広域連合からの助成金として１８７万６，０００円を計上しております。これは本年度から開始します後期高齢者の人間ドック助成事業につきまして、国の特別調整交付金が広域連合を通じて交付されるというものでございます。   次に、５ページの歳出でございますが、第１款、総務費の一般管理費につきましては郵送料や機器保守委託料など事務経費分でございます。また、徴収費につきましては納付書の印刷費でありますとか郵送料、口座振替手数料等を計上しております。   次の６ページの一番上でございますが、広域連合納付金につきましては最初に申し上げましたが、保険料と低所得者に係る保険料軽減分の負担金を広域連合に納付するというものでございます。   次の保健事業費につきましては人間ドックの助成金を計上しておるということで、助成割合につきましては国保の助成割合と同一にするということが定められておりまして、９割の補助ということにしております。半日ドックを３０人、一泊のドックを５人ということで見込んでおるところでございます。 



 

－４９－ 

  以上、簡単でございますが、説明とさせていただきます。よろしくお願いを申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 堂本保健福祉課長。 ○保健福祉課長（堂本光浩君） それでは、議案第２４号 平成２２年度京丹波町介護保険事業特別会計予算につきまして、その概要をご説明申し上げます。   まず、事業勘定の歳入歳出予算の総額をそれぞれ１７億７，３８６万円と定めるものでございます。前年度と比較しますと５．１％、８，５３２万１，０００円の増額となります。第４期介護保険事業計画に基づき各種の事業を実施させていただくものでございます。   以降、歳入歳出予算事項別明細書でのご説明とさせていただきます。   事項別明細書の３ページをお願いをいたします。   歳入の１款、保険料、１目の第１号被保険者保険料２億６，２９８万２，０００円。内訳といたしましては、年度途中の資格喪失者を含む延べ被保険者を５，８０７人と見込み、現年度分特別徴収保険料として２億４，５０５万４，０００円。現年度分普通徴収保険料として１，７７２万８，０００円を計上しております。   ３款の国庫支出金、１項、国庫負担金では介護給付費負担金２億９，５２１万６，０００円。保険給付費のうち施設介護サービス給付費などの施設等に係ります給付費の１５％、居宅介護サービス給付費など、その他の給付費の２０％となっております。   ４ページをお願いいたします。   ２項、国庫補助金、１目の調整交付金につきましては１億４，１３２万８，０００円。保険給付費の８．２５％、平成２１年度の交付申請ベースでの計上とさせていただいております。２目の地域支援事業交付金１，１８７万円。内訳は介護予防事業分と包括的支援事業・任意事業分となっております。   ４款の支払基金交付金、介護給付費交付金５億１，３９２万２，０００円。保険給付費の３０％となっております。   ４ページから５ページにかけまして５款の府支出金、介護給付費府負担金２億６，１５３万１，０００円。施設給付費の１７．５％、その他給付費の１２．５％となっております。   ７款、繰入金、１項の一般会計繰入金、１目の介護給付費繰入金２億１，４１３万４，０００円。ルール分といたしまして保険給付費の１２．５％を一般会計から繰り入れをお願いするものでございます。   ６ページをお願いいたします。   ２項の基金繰入金、１目の介護給付費準備基金繰入金、保険給付費の充当分といたしまして準備基金から２，９１５万７，０００円の取り崩しを行うものでございます。２目の介護



 

－５０－ 

従事者処遇改善臨時特例基金繰入金、第１号被保険者保険料軽減分繰入金３６９万４，０００円。平成２１年度からお世話になっておりますが、介護報酬改定に伴います保険料上昇の影響分でございます。   ８ページ、歳出の方をお願いをいたします。   １款、３項、介護認定調査会費では、本年度２２年度から事務の効率化のため認定調査等費及び認定審査会委託負担金を介護認定審査会費に統合させていただきました。円滑な認定調査を実施するための認定調査員の賃金１１８万７，０００円、主治医の意見書作成委託料５４１万８，０００円を計上させていただいておりますのと認定審査会委託負担金といたしまして８８９万円を計上させていただいております。審査会は本年度も京都府に事務委託させていただくこととしております。   ２款、保険給付費、１項、介護サービス等費、９ページの下の方でございます。合計額といたしまして１５億２，６６０万２，０００円。主なものといたしまして１目の居宅介護サービス給付費では５億３，８７０万６，０００円、訪問介護の利用者を月１５０人、通所介護を２８６人など見込んでおります。   １０ページをお願いいたします。   ３目の施設介護サービス給付費は８億６，６２１万９，０００円、介護老人福祉施設への入所１６８人など見込んでおります。２項の介護予防サービス等諸費の合計は７，７０９万８，０００円。主なものは１目の介護予防サービス給付費６，２２７万８，０００円と５目の介護予防サービス給付費１２７万２，０００円となっております。   飛びまして、１２ページをお願いいたします。   国保の特定入所者介護サービス等費７，８８５万８，０００円。低所得の入所者に対する食事・居室料の限度額を超えた負担分につきましては補足給付をさせていただくものでございます。   １３ページをお願いいたします。   ３款の地域支援事業費、１目の特定高齢者施策事業費４７５万３，０００円。主なものといたしましては高齢者実態把握事業で、住民基本健診の中で生活機能評価を実施するため一般会計に繰り出しを行うものでございます。２目の一般高齢者施策事業費２，０９９万５，０００円。引き続き各地域でのミニデイサービス事業や生きがいデイサービス事業などの認知症予防事業を実施するものでございます。   １４ページから１５ページにかけまして、２項の包括支援事業・任意事業、２目の任意事業費１，２６８万５，０００円。内訳といたしましては、介護者家族を支援するための介護
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用品助成事業に７６１万３，０００円、また、家族の介護力の向上や介護従事者の確保に向け、介護者の底辺の拡大を目指して引き続き地域介護力向上事業を実施することといたしております。   続きまして、サービス事業勘定の概要をご説明申し上げたいと思います。   ピンクのページをめくっていただきまして、歳入歳出の総額は７２７万３，０００円でございます。前年度比６．４％、４３万９，０００円の増額となっております。   同じく、事項別明細書の３ページをお願いいたします。   歳入は、１款、サービス収入、１目、居宅支援サービス計画収入が主なものでございます。委託の部分を含めまして、地域包括支援センターが作成いたします介護予防サービスの計画費の収入となっております。   次に、歳出についてでございます。４ページ、５ページをお願いをいたします。   ２款の事業費、２目の居宅介護支援事業費６５４万２，０００円。要支援者の介護予防の計画策定に係りますサービス事業所への委託料が主なものとなっております。   以上、簡単ではございますけれども、議案第２４号の事業勘定分及びサービス事業勘定分の補足の説明とさせていただきます。ご審議のほどよろしくお願いをいたします。 ○議長（西山和樹君） 下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） 続きまして、老人保健施設サービス勘定について説明をさせていただきます。   昨年１０月に開設いたしました介護療養型老人保健施設の運営に係る予算につきましては、２１年度は年度途中からの開設となりましたので、補正対応で６カ月分の予算でございましたが、２２年度からは通年予算として編成し、歳入歳出予算の総額を１億２，４７１万円とお願いするものでございます。   なお、配付されております当初予算の概要では、前年度当初予算額をゼロといたしておりますけれども、予算書におきましては補正で新たな勘定を設けた場合も、その勘定としては当初予算として編成しておりますので、前年度当初予算額として表示しておりますことをご理解賜りたいと思います。   ２２年度の予算の前提といたしましては、主に入所サービスの利用者を平均要介護度３、平均入所者数を１５名と見込んで予算を編成したところでございます。   それでは、歳入からご説明申し上げます。事項別明細書の３ページをお願いいたします。   １款のサービス収入では介護給付費収入につきまして、居宅介護サービス費収入では要介護者に係る短期入所療養介護の介護報酬分を、２目、施設介護サービス費収入では要介護者
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を対象とした入所の介護報酬分を計上いたしております。２項の介護予防費収入では要支援の方を対象としての短期入所療養介護分を見込んでおります。３項、自己負担金収入では入所、短期入所に係ります介護報酬の自己負担分と居住費、食費をそれぞれ見込んでおります。   ３款、一般会計繰入金では全体で５，５３９万３，０００円としておりますが、緊急雇用対策に係ります繰入金１５０万円と後ほど説明いたします歳出予算との均衡を図るために、５，３８９万３，０００円を計上いたしました。   ４款の諸収入につきましては、リハビリ通所者等の給食個人負担分やテレビカード代でございます。   次に、５ページの歳出について説明いたします。   １款、総務費では、主に施設勘定及び運営に係ります一般管理事業で８４６万１，０００円、人件費、嘱託職員人件費として９，２２８万５，０００円。そして緊急雇用対策補助金を財源とする一般会計からの繰入金で介護サービス等向上事業といたしまして、介護職員の臨時雇用に１５０万円を計上いたしております。   ７ページの２款、介護サービス事業費では老健施設の運営に係ります必要な診療材料費、医薬材料費、給食業務委託料、検査委託料、機器・物品の借上料等を主なものといたしまして、全体で２，２２６万４，０００円を計上いたしております。   以上、簡単ではございますが、老人保健施設サービス勘定の説明とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 ○議長（西山和樹君） 中尾水道課長。 ○水道課長（中尾達也君） 続きまして、議案第２５号 平成２２年度京丹波町水道事業特別会計予算につきまして補足説明をさせていただきます。   平成２２年度の歳入歳出予算総額を１２億７３０万円とさせていただくものでございます。   地方債につきましては、第２表、地方債によるものでございます。   一時借入金につきましては、一時借入金の借り入れの最高額を３億円と定めるものでございます。   次に、４ページをごらんください。   第２表、地方債でございます。簡易水道事業でその財源として借り入れを行うことができる限度額を１億７，９５０万円としております。起債の方法、利率、償還の方法につきましては、ごらんのとおりですので、お目通し願います。   先に歳出の主なものにつきましてご説明をさせていただきます。   事項別明細書の８ページをごらんいただきたいと存じます。 
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  １款、水道管理費の一般管理費総額は３億５，００３万円でございます。主なものとしましては、人件費で９名分の一般職給料、手当等を見込み、需用費では浄水場などの光熱水費に５，５６８万円、このほか消耗品、修繕料、医薬材料費等で１，６８０万１，０００円、計７，２４８万１，０００円を前年度実績に基づき計上いたしております。   ９ページの委託料につきましては総額で８，２２８万４，０００円を計上いたしております。主には施設の維持管理委託料としまして５，５８７万８，０００円、水質検査委託料、メーター検針員委託料で１，６９６万８，０００円などとなっております。   次に、工事請負費でございますが、６，８２０万円を計上いたしておりまして、水道管移設工事では京都縦貫自動車に伴うもの及び農業基盤関連河川改修事業に伴います瑞穂地内の町田橋本設配管工事などで、合計３，７４０万円といたしております。また、漏水修理、取水・送水ポンプ等の修繕工事などに３，０６５万円を見込み、予算計上いたしております。   次に、１０ページ、２５節、積立金でございますが、水道事業基金積立金で起債元金償還の充当財源として交付されます府補助金の３，７１５万４，０００円と通常の基金利子を積み立てるものでございます。   次に、２款、施設費、水道施設費でございますが、１目、水道施設費、上水道事業としまして丹波・瑞穂統合簡易水道事業費に１億５，４９７万５，０００円を計上いたしております。主な内訳は、測量設計管理業務委託料が６００万円、工事請負費としまして、本年度事業実施に至りませんでした戸津川送配水施設工事ほかで５，５００万円、負担金補助及び交付金としまして、畑川ダム建設負担金に９，２５０万円となっております。   １１ページ、２目、簡易水道施設費、簡易水道事業としまして和知簡易水道事業費に７，１３４万円を計上いたしております。主な内訳は、委託料が北部地区配水管等の設計業務などに１，３００万円、工事請負費としまして北部地区配水管敷設工事や中央系統の流量計設置工事などに５，７００万円などとなっております。   次に、１２ページ、３款、公債費でございますが、長期債償還元金で４億４，２９９万４，０００円を計上いたしております。前年度の通常分の長期債元金４億１，２４４万５，０００円から比較しますと３，０５４万９，０００円、７．４％の増加となります。利子のうち長期債償還利子では１億８，４８２万５，０００円を計上いたしておりますが、前年度当初に比べまして８４５万６，０００円、４．３％の減となっております。   次に、歳入につきましてご説明させていただきます。   事項別明細書の３ページをごらんください。   １款、分担金及び負担金、水道事業費分担金としまして５４６万円を計上しております。
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新規加入分担金としまして４０件見込んでおります。負担金では水道事業負担金としまして１６０万円で、開発団地におけます給水工事負担金として２０件分を見込んでおります。水道管移設工事負担金としまして４００万円を計上しており、畑川ダム関連の木ノ谷導水管移設に伴います負担金を見込んでおります。   次に、２款、使用料及び手数料としまして４億９，０５６万２，０００円を計上いたしております。前年度の使用実績に基づき算定したもので、４月検針５月請求分からはグリーンハイツ区の水道料金を丹波・瑞穂地区の料金体系で見込むとともに、和知地区の料金改定分も見込んでおります。また、過年度分としまして１００万円計上をいたしております。   次に、４ページの３款、国庫支出金でございますが、２，５０３万４，０００円を計上しております。前年に比べまして２，０９９万１，０００円の減額といたしておりますが、これにつきましては事業量の減少によるものでございます。内訳としまして、丹波・瑞穂地区の水道施設整備費補助金が１，２４０万４，０００円、和知簡易水道の施設整備費補助金が１，２６３万円で、補助基本額にそれぞれの補助率を乗じたものを計上いたしております。   ４款、府支出金、施設整備費府補助金は３，７１５万４，０００円を計上しております。これは補助対象事業費の１０分の１の額を事業年度の翌年から５年間に分けて交付され、後年度から始まります公債費の財源として水道事業基金に積み立てるもので、内訳は、平成１７年度から２１年度までの補助金分でございます。   次に、５ページの６款、繰入金につきましては、一般会計繰入金で３億２，１５１万７，０００円、基金繰入金で１億４，０３１万３，０００円計上いたしております。繰入金全体では、前年度に比較しまして１，７２０万６，０００円の減少となっております。   ６ページの９款、町債でございますが、簡易水道事業債としまして１億７，９５０万円を計上いたしております。内訳は、丹波・瑞穂地区の上水道事業で１億４，２５０万円、和知地区の簡易水道事業で３，７００万円を予定をいたしております。   以上、議案第２５号の説明とさせていただきます。ご審議いただきますようよろしくお願いをいたします。   続きまして、議案第２６号 平成２２年度京丹波町下水道事業特別会計予算につきまして補足説明をさせていただきます。   平成２２年度の歳入歳出予算総額を１１億３，９００万円とさせていただくものでございます。   地方債につきましては、第２表、地方債によるものでございます。   一時借入金としましては、一時借入金の借り入れの最高額を３億円と定めるものでござい
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ます。   次に、４ページをお開きください。   第２表、地方債でございます。下水道事業で限度額を４，７４０万円、資本費平準化債で限度額を１億８，５４０万円としております。起債の方法、利率、償還の方法につきましては、ごらんのとおりですので、お目通しを願いいたします。   先に歳出の主なものにつきましてご説明をさせていただきます。   事項別明細書８ページをごらんください。   １款、総務費の一般管理費は３，７５１万１，０００円で、職員５名分の人件費を計上いたしております。   次に、２款、下水道費、１項、農業集落排水費、１目、施設整備費は１億４，６５０万円で、工事請負費としまして京都縦貫自動車道の開設により支障となります市森地区の処理施設を解体し、須知処理施設への接続に向けました管路整備工事１億４，６００万円を計上いたしております。   ２目、施設管理費は９，９６０万３，０００円で、農業集落排水管理事業に９，５７１万９，０００円、林業集落排水施設管理事業に２５３万９，０００円、簡易排水施設管理事業に１３４万５，０００円計上をいたしております。主なものとしましては、需用費で各施設に係ります光熱水費に２，５９４万４，０００円、委託料では施設維持管理業務委託に２，４３２万円など、総額で６，３１８万７，０００円を計上いたしております。   次に、１０ページの公共下水道費の施設整備費では７，１２０万円を計上いたしております。主なものとしましては、委託料で測量設計管理業務委託費として下山地区管渠更生工事の実施設計業務委託などに５００万円、工事請負費では下山地区、グリーンハイツ区内ですが、管渠更生工事費としまして６，２８０万円、その他管渠移設工事に２００万円の総額６，４８０万円でございます。   次に、１２ページの公共下水道施設管理費には９，２１２万６，０００円を計上いたしております。需用費で各施設に係ります光熱水費に１，９３４万６，０００円、施設修繕費に５８６万５，０００円など総額２，７４１万４，０００円、委託料では施設維持管理業務委託に１，７４５万円、汚泥脱水業務委託に４，２９５万９，０００円など、総額で６，１８６万８，０００円を計上いたしております。   １３ページ、３項、浄化槽市町村整備推進施設整備費には１，９３１万６，０００円を計上いたしております。主には工事請負費としまして、浄化槽設置工事で１２基分１，６１６万円となっております。 
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 次に、１４ページ、浄化槽市町村整備推進施設管理費には８，６０２万５，０００円を計上いたしております。主には委託料としまして、町管理の浄化槽の清掃委託料及び保守点検委託料に８，１７９万円となっております。現在、町管理の浄化槽は１，０８０件で、新たに町管理分としまして新年度で６０基を見込んでおります。   次に、１５ページ、３款、公債費でございますが、元金で４億１，２０６万円、利子で１億７，３６５万９，０００円の合計５億８，５７１万９，０００円を計上いたしております。特に、元金におきましては前年度から７，３８４万１，０００円の減となっておりますが、昨年度は繰上償還を行うための予算としまして７，１６６万円を計上していたものでございます。   次に、歳入につきましてご説明させていただきます。   事項別明細書の３ページをごらんください。   １款、分担金及び負担金の農業集落排水事業の新規加入分担金が１件で１０５万円、特定環境保全公共下水道分担金が１件１０５万円を計上いたしております。浄化槽市町村整備推進事業費分担金は、５人槽の設置５基、７人槽７基の計１２基で、これに荷重型の加算分としまして、６基分を合わせて４６５万円を計上いたしております。   次に、２款、使用料で、農業集落排水使用料は８，７５６万９，０００円、林業集落排水使用料が１３８万４，０００円、簡易排水使用料が９１万３，０００円、公共下水道使用料が８，１８８万５，０００円、浄化槽使用料が４，４４３万７，０００円といたしておりまして、それぞれ現年度分及び過年度分の見込みとしております。   次に、５ページの３款、国庫支出金では下水道事業費国庫補助金が３，５９６万１，０００円で、特定環境保全公共下水道事業の下山処理区管渠更生工事に係るものが３，２００万円、浄化槽市町村整備推進事業費国庫補助金１２基分で３９６万１，０００円を見込んでおります。   次に、４款、府支出金ですが、下水道事業費府補助金は９７万７，０００円で、農業集落排水事業費府補助金１５万円、浄化槽市町村整備推進事業費府補助金として８２万７，０００円を計上いたしております。これらの補助金は公債費に充てるための財源として交付されるものであり、歳出におきまして一部を公債費の財源として充当し、残額は積立金として予算計上をいたしております。   次に、６ページの６款、繰入金につきましては、総額で５億１，４８０万７，０００円としておりますが、農業集落排水事業に２億２，２５３万円、特定環境保全公共下水道事業に２億３，９５５万２，０００円、浄化槽市町村整備推進事業に５，２７２万５，０００円を
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充当することといたしております。   ８款、諸収入、１項、雑入で、支障物件移設補償費としまして１億３，０８０万円を計上いたしておりますが、さきに歳出の方で述べました京都縦貫自動車道開設により支障となります施設の移設工事に係ります公共補償費ということで計上をいたしております。   最後に、７ページの９款、町債でございますが、下水道事業債は２億３，２８０万円を計上いたしております。内訳としましては、特定環境保全公共下水道事業に３，８００万円、浄化槽市町村整備推進事業に９４０万円、資本費平準化債として１億８，５４０万円を計上いたしております。   以上、議案第２６号の説明とさせていただきます。ご審議いただきますようよろしくお願いいたします。 ○議長（西山和樹君） 谷総務課長。 ○総務課長（谷 俊明君） それでは、議案第２７号 平成２２年度京丹波町土地取得特別会計予算についてご説明申し上げます。   本土地取得特別会計につきましては、土地の取得あるいは土地開発基金の運用益を整理する会計として設けているものでございます。   平成２２年度歳入歳出につきましては、それぞれ５，９９３万９，０００円とするものでございます。   少しページをめくっていただきまして３ページでございますが、歳入につきましては、この土地開発基金からの利子ということで３２万円を計上させていただいております。現在、この土地開発基金の基金残高でございますけれども、２１年度末見込みで１億７３３万円を推計いたしているところでございます。したがいまして、これの利子を見込んでの計上でございます。それから、一般会計からの繰入金５，９６１万８，０００円を計上いたしております。   次に、４ページの歳出でございますが、この運用益を土地開発基金に積み立てるということで繰出金として３２万１，０００円、それから土地開発公社からの買い戻しということで和知山野草新生産園用地取得に５，９６１万８，０００円を計上いたしております。取得面積は６，０４６平方メートルでございます。   以上、簡単ではございますが、議案第２７号の説明とさせていただきます。よろしくお願いをいたします。 ○議長（西山和樹君） 野間教育次長。 ○教育次長（野間広和君） 議案第２８号 平成２２年度京丹波町育英資金給付事業特別会計
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予算につきまして、その概要をご説明申し上げます。   歳入歳出の総額を３８９万３，０００円とするもので、対前年比８．１％の増となっております。   以下、省略をさせていただいて、事項別明細書の３ページをお願いをいたします。   歳入につきましては、財産収入といたしまして利子及び配当金ということで、育英基金の利子を１１万１，０００円計上するものです。   繰入金といたしましては、一般会計繰入金、基金繰入金ともに１８９万とし、対前年１５万円ずつの増ということになっております。   ４ページをお願いをいたします。   歳出についてですけれども、２款、育英費についてですが、３７９万８，０００円計上するもので、３０万円の増となっております。節の１９の負担金補助及び交付金についてですけれども、３７８万円を計上するもので、育英給付金２５人分をしております。このことにつきましては、平成２１年の当初のつきましては２２人を見込んでおりましたけれども、実績といたしまして１３人という形になっております。基金条例の施行規則につきまして、在住条件を１０年から１年に引き下げを行いまして、見直しを行うことからの増を見込んでおります。   以上、説明とさせていただきます。ご審議をいただきまして、ご議決賜りますようによろしくお願いを申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 岩崎企画情報課長。 ○企画情報課長（岩崎弘一君） 続きまして、議案第２９号 平成２２年度京丹波町町営バス運行事業特別会計予算について、その概要をご説明申し上げます。   まず、このたびの予算につきましては町長の施政方針等にもありましたところでございますが、特徴的には土曜日運行経費を新たな要素といたしまして計上しておりますことを申し上げておきたいと思います。   それでは、予算総額でございますが、前年度と比較しまして１３９万１，０００円の減でございまして、歳入歳出それぞれの合計額を７，７２４万７，０００円と定めることをお願いしております。また、地方自治法の規定によります一時借り入れの最高額を１，０００万円と定めることにつきましても、あわせてお願いするものでございます。   それでは、事項別明細書の３ページでございますけれども、歳入予算の重立ったものについてご説明を申し上げます。   まず、１款の運行事業収入でございますが、運賃収入、受託収入合わせまして３，３２０
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万３，０００円を計上しております。昨年度に比べまして１０万５，０００円の減額となっております。算出根拠といたしましては、２１年度の一般運賃、また定期券の利用状況による実績見込み、そしてまた２２年度におきますスクールバス運行に係る小・中学校の児童生徒の通学見込み数によりまして算定をいたしておるところでございます。   次に、第３款の繰入金では、歳出予算との収支バランスを図る一般会計繰入金といたしまして４，３７２万９，０００円を見込んでおるところでございます。前年度に比べまして１２４万８，０００円の減額としておりますが、この繰入金の考え方といたしましては、地方交付税、基準財政需要額算入分を基本枠とした考え方を持っているものでございます。   次に、第５款の諸収入でございますが、雑入といたしましてＪＲバス乗車券類の販売手数料、これは売上額の５％相当でございますが、３０万円を２１年度の決算見込み額から計上をいたしております。   以上が主な歳入予算の説明でございます。   次に、４ページからの歳出予算でございますが、まず、１款、１項、事業費の１目でございますが、運行事業費として本年度は７，３８０万６，０００円を計上させていただきました。前年度に比べまして７２万４，０００円の減予算としております。この内訳の主立ったものといたしましては、事業項目の運行一般事業としまして土曜日運行への対応経費を見込んでおりまして、新たに２名のバス運転士の雇用賃金でございますとか、その運行に伴います燃料費、また修繕料などを新たな要素といたしまして、ここではちょっとわかりませんが、昨年度より７５３万６，０００円増の３，９６７万８，０００円を計上いたしております。   次に、主なものとしましては正職員の運転手に係ります人件費でございますが、この３月末をもって１名が定年退職を迎える関係がございまして、昨年度よりも７３４万５，０００円減の８９３万６，０００円を計上させていただいております。   その他の事業項目の自家用バス管理経費でありますとか嘱託職員等人件費につきましては昨年度と比較しまして若干減少しておりますけれども、ほぼ昨年度並みを計上いたしております。   次に、５ページから６ページにかけましての公債費につきましては、これまでのバス購入に係る起債借入元金としまして１６８万７，０００円でございます。これは平成１０年度、また平成１２年度の２件の許可分でございます。それと利子７５万４，０００円を計上したものでございます。この利子分につきましては平成１０年、それから１２年、そして新町になりまして１８年、１９年、２０年度の許可債に関係するものでございます。   以上、議案第２９号の町営バス特別会計の補足説明とさせていただきます。ご審議賜りま
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して、よろしくお願い申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 谷総務課長。 ○総務課長（谷 俊明君） 議案第３０号 平成２２年度京丹波町須知財産区特別会計予算についてご説明申し上げます。   今回の当初予算につきましては、歳入歳出それぞれ１４５万円とさせていただくものでございます。   ページをめくっていただきまして、事項別明細書の３ページでございますが、本財産区につきましては、財産貸付収入あるいは寄附金、基金の繰入金を主な歳入といたすものでございます。   次に、歳出５ページでございますが、須知地区並びに竹野地区と地区を区分いたしまして、それぞれ先ほど申し上げました歳入を財源といたしまして、財産区の管理会の運営並びに財産の管理を行うものでございます。須知地区については９９万円、竹野地区については４２万円を計上いたしております。   以上、議案第３０号の説明とさせていただきまして、次に、議案第３１号 平成２２年度京丹波町高原財産区特別会計予算についてご説明を申し上げます。   歳入歳出につきましては、それぞれ２３万７，０００円とするものでございます。   これもページをめくっていただきまして事項別明細書でございますが、歳入といたしましては、寄附金を主なものとして計上させていただいております。   次のページのこれらを財源といたします歳出につきましては、財産区管理会の運営、あるいは財産管理に総額２２万７，０００円の執行を予定するところでございます。   以上、簡単ではございますが、議案第３０号の説明とさせていただきます。よろしくお願いをいたします。 ○議長（西山和樹君） 野村瑞穂支所長。 ○瑞穂支所長（野村雅浩君） 私からは議案第３２号から議案第３５号までの桧山、梅田、三ノ宮、質美の各財産区特別会計予算の補足説明をさせていただきます。   いずれの財産区におきましても歳入は土地貸付料、松茸採取権収入、基金利子などの財産収入が中心で、歳出は財産区有財産の管理と財産区住民団体への助成を中心にして、例年どおりの考え方に沿った予算計上となっております。   各予算の主なものにつきましては順次、予算書の事項別明細書によりご説明申し上げます。   まず、議案第３２号 平成２２年度京丹波町桧山財産区特別会計予算は総額を１，５８０万円とするもので、前年度に比べまして２０万円の減となっております。 
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  事項別明細書３ページからの歳入では、財産収入の土地貸付料でゴルフ場用地に１，３０５万８，０００円、携帯電話の無線基地用地に１５万円、京都縦貫自動車道丹波綾部道路の工事用道路用地に８３万２，０００円を計上しております。   次に、歳出では、６ページをごらんください。   総務費、財産管理費の委託料で直営林保育作業に３２０万円、補償補てん及び賠償金で、区への貸付地の貸借による補償として３つの区に対し、計３２万８，０００円を計上しております。   ７ページの諸費では、負担金補助及び交付金で、各区の山林高度利用に対する補助金として４２０万円を計上しております。   桧山財産区は以上でございます。   続きまして、議案第３３号 平成２２年度京丹波町梅田財産区特別会計予算は総額６９０万円とするもので、前年度に比べ３０万円の増となっております。   事項別明細書３ページからの歳入では、財産収入の土地貸付料として携帯電話事業者８区、個人などに対するもの５４６万７，０００円を計上しております。また、財源不足が生じるため基金繰入金として８４万７，０００円を計上しております。   次に、歳出ですが、５ページをごらんください。   総務費、財産管理費の委託料で直営林の保育作業に３０万円、６ページの補償補てん及び賠償金では、区への貸付地の貸借による補償として３１７万円を計上しております。   梅田財産区は以上でございます。   続きまして、議案第３４号 平成２２年度京丹波町三ノ宮財産区特別会計予算は総額を４００万円とするもので、前年度に比べ２０万円の減となっております。   事項別明細書３ページからの歳入では、財産収入の土地貸付料として８区に対するもの６３万円を計上し、また、財源不足が生じるため基金繰入金１７３万９，０００円を計上しております。   次に、歳出の６ページですが、総務費、財産管理費の委託料で財産区有林の境界明示、境分け作業など山林管理関係の委託料に計３５万円、諸費の負担金補助及び交付金で三ノ宮地域振興会をはじめ財産区住民団体に対して計８３万円の補助金を計上しております。   三ノ宮財産区は以上でございます。   最後に、議案第３５号 平成２２年度京丹波町質美財産区特別会計予算は総額を３３０万円とするもので、前年度に比べ１０万円の減となっております。   事項別明細書３ページからの歳入では、財産収入の土地貸付料として７区に対し１４１万
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４，０００円、３法人に対し１３４万円を計上しております。   次に、歳出ですが、５ページ、総務費、財産管理費の委託料で直営林の保育作業に８０万円、諸費の負担金補助及び交付金で各区の山林高度利用に対する補助金として２６万８，０００円を計上しております。   以上、簡単ではございますが、補足説明とさせていただきます。ご審議のほどよろしくお願い申し上げます。 ○議長（西山和樹君） 下伊豆地域医療課長。 ○地域医療課長（下伊豆かおり君） それでは、議案第３６号 平成２２年度国保京丹波町病院事業会計の説明をさせていただきます。   第２条、業務の予定量といたしましては、病床数を一般病床４７床とし、入院患者数１日平均３７人、年間で１万３，５０５人を予定いたしております。また、外来患者数につきましては１日当たり病院１３２人、附属質美診療所１５人といたしまして、年間で３万６，６１２人といたしておるところでございます。   第３条の収益的収入及び支出予定額といたしましては、病院事業収益及び病院事業費用ともに８億５，３０２万２，０００円とするものでございます。   第４条の資本的収入及び支出の予定額といたしましては、資本的収入が１億１，２０２万２，０００円、資本的支出を１億１，９６４万３，０００円とし、支出に対しまして収入が不足する額７６２万１，０００円につきましては過年度分損益勘定留保資金で補てんすることといたしております。   以下省略いたしまして、予算に関する説明書の１０ページをお開きください。   最初に、収益的収入についてでございますが、医業収益の入院収益では、一般病床４７床、入院基本料１３対１の継続、１日平均患者数３７名、平均単価２万７２８円を前提といたしまして、入院収益を２億７，９９３万１，０００円、前年度より２８９万６，０００円の増収を見込んでおります。外来収益におきましては、附属質美診療所分を加えましても全体の外来患者数の見込み減によりまして３億８，２８５万３，０００円、前年度より８２４万８，０００円の減となっております。   また、その他の医業収益では、個室の使用料と公衆衛生活動収益といたしまして予防接種、健診事業等の収益を見込みまして全体で３，８２５万４，０００円、前年度より１８９万円の増といたしております。医業収益全体といたしましては７億１０３万８，０００円、前年度より３４６万２，０００円の減とさせていただいております。   次に、医業外収益においては、一般会計からの運営補助金については前年度と同額の１億
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１，６００万円とし、企業債償還利子相当分２，７９３万８，０００円を計上いたしております。また、補助金といたしまして一昨年から京都府と調整を行ってまいりました僻地医療拠点病院の指定について２２年度から認められる見込みとなり、僻地診療所であります和知診療所に医師を派遣した場合に、その実績に応じて補助対象となることから週１回、外科医師を派遣することとして、府補助金２９８万９，０００円を新たに見込んでおります。医業外収益全体では１億５，１９８万４，０００円、前年度より８１万９，０００円の増といたしております。   次、１１ページの収益的支出につきましては医業費用において、給与費では現在の職員数から退職予定の看護師、薬剤師を減じた人数で算定しております。賃金では主に嘱託職員と非常勤の医師、看護師に係る賃金を主なものといたしまして、全体では前年度より５２万２，０００円の増で、３億７，８１５万６，０００円でございます。   材料費では、病院と附属質美診療所の医薬品に係る費用で、薬品費の２億６２３万８，０００円を主なものといたしまして、診療材料、給食材料を含め、全体で２億４，１０３万２，０００円を計上いたしております。   経費では、ほぼ前年度並みとなっておりますが、その主なものといたしましては診療に係ります検査業務や給食業務のほか委託料で、窓口医事業務及び日直業務に２，３０２万９，０００円を計上するとともに、今年度導入いたしました電子カルテシステムの保守料を新たに含んで、全体で１億４，５３６万７，０００円といたしております。   １３ページの減価償却費では、建物、機械備品の減価償却費５，４３１万７，０００円を見込んでおります。   資産減耗費といたしまして、統合小学校の整備にあわせて撤去が必要となります旧瑞穂病院の医師住宅の取り壊しを行いますので、固定資産除却費として９９万３，０００円を新たに計上いたしております。   １４ページの医業外費用におきましては病院事業債の償還利子２，７９３万円を主なものといたしまして、全体で３，０６５万２，０００円を計上いたしました。   次に、１５ページの資本的収支につきましては、起債の償還が本格化し、平成２８年度までは毎年、約１億１，０００万余りの元金の償還が続く見込みでございます。２２年度は償還元金１億１，００２万７，０００円を計上いたしております。この償還元金につきましては一般会計からの出資金により償還に充てております。   また、資本的支出の建設改良費、有形固定資産購入費におきましては更新の必要な超音波診断装置、気管支鏡、自動血圧計等の購入費用を計上させていただきました。２１年度は電
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子カルテの導入費用がございましたので、前年度に比較して大きく減少いたしております。なお、超音波診断装置につきましては、国保調整交付金の直診施設整備分といたしまして１９９万５，０００円の補助金を見込み、計上させていただいております。   資本的収入１億１，２０２万２，０００円、資本的支出１億１，９６４万３，０００円として、支出に対して収入が不足する額につきましては過年度分損益勘定留保資金で補てんすることといたしております。   以上、簡単ではございますが、議案第３６号 平成２２年度国保京丹波町病院事業会計の予算説明とさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 ○議長（西山和樹君） それぞれご苦労さまでございました。   お諮りいたします。   議案第２０号 平成２２年度京丹波町一般会計予算から議案第３６号 平成２２年度国保京丹波町病院事業会計予算までの審査については、１５人の委員で構成する予算特別委員会を設置し、これに付託して審査することといたしたいと思います。   これにご異議ありませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○議長（西山和樹君） 異議なしと認めます。   よって、議案第２０号から議案第３６号は、１５人の委員で構成する予算特別委員会を設置し、これに付託して審査することに決定しました。   書類を配る間、暫時休憩いたします。 休憩 午後  ２時５９分 再開 午後  ３時００分 ○議長（西山和樹君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。   お諮りします。   ただいま設置されました予算特別委員会の委員の選任については、委員会条例第８条第１項の規定により、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり指名したいと思います。   これにご異議ございませんか。 （「異議なし」と呼ぶ者あり） ○議長（西山和樹君） 異議なしと認めます。   よって、予算特別委員会の委員は、お手元に配付の予算特別委員会委員選任名簿のとおり選任するに決しました。 
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  本会議終了後に予算特別委員会をこの場において開催し、正副委員長の選任をお願いいたします。   以上で本日の議事日程はすべて終了いたしました。   よって、本日はこれをもって散会いたします。    散会 午後 ３時０１分 


